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市 民 憲 章 

わたくしたちは、緑と文化のまち栗東市の住民であることに喜びと誇りをもっ

て、この憲章を定め、あすへの繁栄と幸福を願い、進んでこれを守ります。 

 

一．自然を愛し、きれいなまちをつくりましょう。 

一．教養を高め、豊かな文化の創造につとめましょう。 

一．若い力を伸ばし、すこやかな青少年を育てましょう。 

一．心とからだを鍛え、幸せな家庭をつくりましょう。 

一．隣人互いに助け合い、住みよいまちをきずきましょう。 

 

昭和 52（1977）年１月１日制定、平成 13（2001）年 10 月１日市政施行に伴い改正 

栗東市男女共同参画都市宣言 

わたしたちは、 

互いに認めあい、支えあい、自分らしく、 

いきいきと生きることができる栗東市民であるために、 

ここに「男女共同参画都市」を宣言します。 

 

一．性別による役割分担意識や制度、慣習にとらわれないまちをつくります。 

一．家庭、地域、学校、職場等で、ともに参画し、責任を分かちあうまちを 

つくります。  

一．男女平等の理念に基づいて、子どもを育てるまちをつくります。 

一．国際社会の一員として、ともに地球環境を守るまちをつくります。 

 

平成 14（2002）年３月２２日制定 
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はじめに（市長あいさつ） 

 

 

 

 

 

 

  

調整中 
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第１章 プラン策定にあたって 

１ プラン策定の趣旨 

 

本市では、男女共同参画社会の実現を目指して、平成７（1995）年に「まちづくり女（ひ

と）と男（ひと）の共同参画プラン」を策定し、これまで、社会経済環境の変化に伴う諸課題

などに対応しつつ５年ごとに改訂を行ってきました。そして、平成 28（2006）年３月には

第５版を策定しています。平成 14 年（2002)年には、県内で２番目に「栗東市男女共同参

画都市」を宣言するなど、市民とともに様々な取組みを展開してきました。 

しかしながら、令和元年のアンケート調査では、「男性は仕事、女性は家庭」といった固定

的な性別役割分担意識が、女性では、「同感しない」が６割近いものの、男性では、「同感す

る」「同感しない」が拮抗しています。また、家事・育児・介護等の家庭責任が女性に偏って

いるなど、固定的な性別役割分担意識の根深さが改めて浮き彫りになっています。さらには、

配偶者等からの暴力をはじめ、ジェンダーに起因するあらゆる暴力の根絶が、重要な課題と

なっています。 

また、女性の労働力率のМ字カーブ※の谷底が、全国や滋賀県の平均値より低いという状況

が続いています。現在、本市は人口増加傾向にあるものの、今後、急速に進展すると考えら

れる少子高齢化や人口減少社会に備え、持続可能な社会を形成するために、最大の潜在力で

ある女性の力が十分に発揮されることが必要です。そのためには、誰もがライフスタイルや

ライフステージに応じた多様な暮らし方や働き方ができ、安心して家庭と仕事を両立できる

環境づくりが急務です。おりしも、地方創生の取組みに焦点を当てた「第２期栗東市総合戦

略」においても、ワーク・ライフ・バランスの実現をはじめとする様々な施策によって、若い

世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえることを目標のひとつとしています。 

さらに、持続可能な地域社会づくりに向けては、女性をはじめ多様な視点を取り入れ、と

もに参画し協働する地域づくりが必要不可欠です。特に防災分野では、平時からの福祉や教

育、まちづくり等の分野と不可分であり、地域活動における女性の参画拡大は、防災に多様

性をもたらし「誰も取り残さない防災」につながるものです。 

こうした課題への対応も含め、男女共同参画社会の実現に向けた取組みを一層加速させる

ため、このたび「栗東市 ひとが輝くパートナープラン（栗東市男女共同参画プラン 第６版）」

（以下、「本プラン」という。）を策定しました。性別やジェンダーに関わりなく誰もが多様

な選択を可能にし、個性と能力が十分に発揮され、公正で多様性に富んだ男女共同参画社会

を実現するため、あらゆる分野において男女共同参画の視点を反映し、総合的・計画的に本

プランを推進していきます。  

※М字カーブ：女性の労働力率（15 歳以上人口に占める労働力人口の割合）を折れ線グラフにしたとき、結婚・

出産・子育て期に当たる年代にグラフの線（値）が低くなり、育児が落ち着いた時期に再び高くなってアルフ

ァベットの「Ｍ」の字に近くなることからこう呼ばれる。就労する子育て世代の女性が増えると、Ｍ字カーブ

の谷底（労働力率が低くなった部分）は浅くなる。 
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２ プランの位置付けと期間 

本プランは、「男女共同参画社会基本法」第 14条第３項に定める市町村男女共同参画計画

であり、「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）」第６条第２

項に定められた市町村推進計画、及び「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関す

る法律（ＤＶ防止法）」第２条の３第３項に定める市町村基本計画にも相当するものです。 

策定にあたっては、本市の最上位計画である「第六次栗東市総合計画」をはじめ、「栗東市

人権擁護計画」や「第2 期栗東市子ども・子育て支援事業計画」等、関連する諸計画との整

合を図りました。 

 

本プランの計画期間は、令和３（2021）年度から令和７（2025）年度までの５年間とし

ます。ただし社会情勢の変化や本プランの進捗状況の評価・検証等を踏まえ、計画期間中で

あっても必要に応じて見直しを行うものとします。 

 

「栗東市 ひとが輝くパートナープラン」の計画期間 

（年度） 

平成 28 平成 29 平成 30 
平成 31 

令和元 
令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 令和６ 令和７ 

  

 

        

  

 

        

 

 

３ プラン策定の経緯 

本プランの策定にあたっては、５期にわたる取組みを検証するため「栗東市男女共同参画

社会づくりに関する市民アンケート調査」（令和元(2019)年度実施）や関係事業所に対する

アンケート調査（令和元(2019)年度実施）を行い、パブリックコメントの実施などにより、

広く市民の意見やニーズの把握に努めました。 

また、庁内各課において前プランの検証・評価を行い、課題を明らかにした上で、社会情勢

の変化などに対応するため施策の見直しを行いました。 

これらを踏まえ、学識経験者や関連団体代表、公募市民らで構成される栗東市男女共同参

画社会づくり推進協議会において数次にわたって審議を重ね、本プランを策定しました。 

 

 

第５版 

第６版 策定 
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４ 男女共同参画をめぐる状況 

（１）国際的な動向 

国際連合（国連）は、昭和 50（1975）年を「国際婦人年」と定め、その後の 10 年間

を「国際婦人の 10年」として、女性の地位向上を目指す取組みを展開しました。 

昭和 54（1979）年の国連総会では、「女子に対するあらゆる形態の差別の撤廃に関す

る条約（女子差別撤廃条約）」が採択されました。 

平成７（1995）年に北京で開催された第４回世界女性会議では、女性の権利の実現や男

女平等の推進を目指す「北京宣言」及び平成 12（2000）年までに世界各国が取るべき行

動を定めた「行動綱領」が採択され、平成 12（2000）年に開催された国連特別総会の「女

性 2000 年会議」で、この「行動綱領」の実施状況を検討・評価し、完全実施に向けてさ

らなる行動を実施することが約束されました。 

そして、「北京宣言」及び「行動綱領」が採択されてから20年目に当たる平成27（2015）

年には、「北京＋20」として、第 59 回国連婦人の地位委員会において、これまでの取組

状況に関する評価・検証を行ったほか、広報・啓発等の活動を行っています。 

 

また、平成 27（2015）年の 9月に国連本部で開催された「国連持続可能な開発サミッ

ト」において、「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ（課題）」が採択され、この中

で平成 27（2015）年から令和 12（2030）年までの国際目標として、ＳＤＧｓ（エス・

ディー・ジーズ）が示されました。 

ＳＤＧｓは、「誰一人取り残さない」を理念に、持続可能な世界を実現するための 17の

目標と 169 のターゲットで構成され、そのすべての目標において、「ジェンダー平等の実

現とジェンダー視点の主流化※が必要である」という実施原則が掲げられています。なお、

個別の目標においても「ジェンダー平等を実現しよう」という目標が 5 番目に設定されて

いるほか、貧困、健康・福祉、教育、働きがいなど、男女共同参画に関連する目標やターゲ

ットが多く含まれています。 

また、令和 2（2020）年４月、国連は新型コロナウイルス感染症の女性への影響につい

て、社会的・政治的・経済的システムにおける女性・女児の脆弱性を浮き彫りにし、既存の

ジェンダー不平等を強める結果になると指摘しました。女性・女児の経済、健康、無償ケア

労働、ジェンダーに基づく暴力、人権等に対する影響の５分野について、各国政府がとる

べき対応策などについて提言がなされました。 

 

  

※ジェンダー視点の主流化：すべての開発政策、施策、及び事業の計画、実施、モニタリング、評価の各段階で、

ジェンダー視点に立った開発課題やニーズ、インパクトを明確にしていくプロセスのことであり、ジェンダー

平等を達成するために必要な手段であると認識されている。 
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（２）国の動向 

国ではこれまで、国際的な動きに連動する形で「男女雇用機会均等法」や「育児・介護休

業法」などの法整備が進められ、平成 11（1999）年には、男女共同参画社会の実現を２

１世紀の国の最重要課題と位置付け、基本理念や国、地方公共団体及び国民それぞれの責

務を定めた「男女共同参画社会基本法」が施行されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 12（2000）年には、同基本法に基づいた「男女共同参画基本計画」が策定され、

男女共同参画社会の形成促進に関する施策の基本的な方向が示されました。同計画は平成

17（2005）年、平成22（2010）年の改定を経て、平成 27（2015）年には「第４次

男女共同参画基本計画」が策定されました。この中で、「男性中心型労働慣行等の変革」や、

「あらゆる分野における女性の参画拡大」「困難な状況に置かれている女性のきめ細かな支

援」「男女共同参画の視点からの防災・復興対策等」「女性に対する暴力の根絶に向けた取

組」「国際的な規範・基準の尊重」「地域における推進体制の強化」などが、改めて強調され

ています。 

さらに、平成 25（2013）年には、女性活躍を経済の「成長戦略」の中核をなすものと

位置付け、経済団体へ女性の登用促進やM 字カーブ解消に向けた整備を要請しました。平

成 27（2015）年には「女性活躍推進法」が成立・一部施行され、国や地方公共団体及び

民間事業主に、女性活躍推進を積極的に進めるための行動計画の策定が義務付けられまし

た。同法は令和元（2019）年に改正され、年次的に数値目標の強化や義務対象を拡大（従

業員 301 人以上から令和４年度以降は 101人以上）することが定められています。 

パートナー関係にある人に対する（人からの）暴力問題（ＤＶ）については、配偶者か

らの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備し、配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護を図るため、平成 13（2001）年に「ＤＶ防止法」が施行されまし

た。同法は平成 25（2013）年に改正され、配偶者だけでなく生活の本拠をともにする

交際相手からの暴力及びその被害者についても、法律の適用対象となりました。 

 

  

①男女の人権の尊重 

②社会における制度又は慣行についての配慮 

③政策等の立案及び決定への共同参画 

④家庭生活における活動と他の活動の両立 

⑤国際的協調 

 

「男女共同参画社会基本法」の 

５つの基本理念 

※ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）：「ＤＶ防止法」では配偶者や生活の本拠を共にする交際相手からの暴

力とされているが、一般には恋人など親密な関係にあるパートナー間での暴力を含めることもある。暴力には、

身体的な暴力だけでなく、精神的な暴力や性的な暴力なども含まれる。 
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また、日本が本格的な少子高齢化の時代を迎えたことから、国では少子化対策を総合的

に進めるため平成 15（2003）年に「次世代育成支援対策推進法」を制定、さらに平成 24

（2012）年８月には「子ども・子育て関連３法」を制定し、これに基づき平成 27（2015）

年から、子ども・子育てに関する新たな支援制度が施行されました。令和元（2019）年５

月には「子ども・子育て支援法」が改正され、幼児教育・保育が無償化されるなど、働きな

がら出産・子育てがしやすい環境の整備が推進されています。 

 

政治分野においては、平成 30（2018）年 5 月に「政治分野における男女共同参画の推

進に関する法律」が施行されました。国や地方議会の選挙において、男女の候補者の数が

できる限り均等となることを目指すことなどを基本原則としています。 

また、労働面の改革として、令和元（2019）年４月に「働き方改革関連法」が施行され

ました。この法律では、個々の事情に応じて多様な働き方を選択できる社会を実現し、一

人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを目指しており、結果としてワー

ク・ライフ・バランスの実現を目指す施策が講じられています。 
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（３）滋賀県の動向 

県では、「男女が社会の対等な構成員として、社会のあらゆる分野にともに参画し、その

持てる個性や能力を十分に発揮しながら、ゆとりと充実感を共有し、互いに生き生きと暮

らすことのできる男女共同参画社会の実現に寄与する」ことを目的として、平成 13（2001）

年 12 月に「滋賀県男女共同参画推進条例」を制定し、条例に基づく基本的な計画「滋賀

県男女共同参画計画」により、様々な取組を進めてきました。 

 

そのような中、人口減少や高齢化、価値観の多様化など、目まぐるしく変化していく社会

において、将来に夢や希望を抱くという「前向きな危機感」をもって、県民一人ひとりが考

え、行動することが求められるとの考えのもと、男女共同参画社会の形成に向けての施策

を総合的かつ計画的に進めるために、平成 28（2016）年３月に「パートナーしがプラン

2020～滋賀県男女共同参画計画・滋賀県女性活躍推進計画～」を策定し、「女性活躍によ

る地域の活性化」「男性にとっての男女共同参画」を重視すべき視点として、男女共同参画

社会づくりに向けた仕組みづくり、風土づくりを加速し、あらゆる場面で男女共同参画を

実感できる滋賀の実現に向け、総合的、計画的に取組みを推進しています。 

令和２年 12 月現在、この計画を改定し、次の５年間を見据えた新たな計画の策定に向

け、審議が行われているところです。 

 

元号 西暦 内 容 

平成 10 1998 「パートナーしが 2010」策定 

平成 13 2001 「滋賀県男女共同参画推進条例」制定 

平成 15 2003 「パートナーしが 2010 プラン（改訂版）」策定 

平成 20 2008 「パートナーしが 2010 プラン～第 2 次改訂版～」策定 

平成 23 2011 「新パートナーしがプラン」策定 

平成 28 2016 「パートナーしがプラン 2020」策定 

令和３ 2021 次期男女共同参画計画・女性活躍推進計画策定（予定） 

 

また、ＤＶ被害者が早期に相談できるよう相談窓口の周知と、ＤＶを発見しやすい医療

関係者からの通報の円滑化のために滋賀県医師会等に協力を求めるとともに、ＤＶ相談員

のスキルアップを図り、誰もが安心できる相談環境づくりを推進しています。 

あわせて、ＳＤＧｓを意識した、誰一人取り残さない持続可能な社会の構築について、取

組みを進めています。 
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（４）栗東市の動向 

■女性政策の開始 

本市では、栗東町時代の昭和 54（1979）年に教育委員会社会教育課に青少年婦人対策

担当を設置しました。昭和 61（1986）年には「栗東町婦人対策の方向」を策定し、女性

政策を開始しました。 

■全庁的な取組みへの展開 

平成５（1993）年には、女性行政の総合的な調整機能をより強化するため、総務部生涯

学習課に女性対策係を設置し、さらに庁内職員による女性政策推進委員会を設置して男女

共同参画に関する全庁的な取組みを展開しました。 

■「まちづくり女（ひと）と男（ひと）の共同参画プラン」の策定 

また、昭和 59（1984）年に設置された栗東町婦人問題協議会（現：栗東市男女共同参

画社会づくり推進協議会）からの提言や、平成３（1991）年に実施した「婦人問題に関す

る町民意識調査」の結果を踏まえ、平成７（1995）年に「まちづくり女（ひと）と男（ひ

と）の男女共同参画プラン」を策定し、教育・福祉・労働・まちづくり等のあらゆる分野で

の男女共同参画の取組みを推進してきました。 

■「男女共同参画都市」の宣言 

さらに、市制施行後の平成 14（2002）年には、滋賀県下で２番目となる「男女共同参

画都市」を宣言し、誰もが互いに大切な存在であることに気づき、人と個性を尊重し、認め

合い、支え合い、自分らしく人間らしく幸せに生きることができる活力ある男女共同参画

都市の実現を目指しています。 

■総合行政としての取組み 

平成 15（2003）年には、庁内職員による栗東市男女共同参画社会づくり推進委員会を

設置し、総合行政として男女共同参画を推進する体制を整えました。 

また、平成 13（2001）年に施行された「ＤＶ防止法」や、平成 28（2016）年に

施行された「女性活躍推進法」に関連する項目を本プランの課題として掲げるなど、他の

計画と連動しながら、総合行政として取組みを進めています。  
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元号 西暦 内 容 

昭和 54 1979 青少年婦人対策担当を設置 

昭和 61 1986 「栗東町婦人対策の方向」を策定 

平成５ 1993 
総務部生涯学習課に女性対策係を設置 

庁内職員による女性政策推進委員会を設置 

昭和 59 1984 
栗東町婦人問題協議会（現：栗東市男女共同参画社会づくり推進協

議会）設置 

平成７ 1995 「まちづくり女（ひと）と男（ひと）の共同参画プラン」策定 

平成 12 2000 「まちづくり女(ひと)と男(ひと)の共同参画プラン（第２版）」策定 

平成 14 2002 「男女共同参画都市」宣言 

平成 15 2003 庁内職員による栗東市男女共同参画社会づくり推進委員会を設置 

平成 18 2006 「まちづくり女(ひと)と男(ひと)の共同参画プラン（第３版）」策定 

平成 23 2011 「まちづくり女(ひと)と男(ひと)の共同参画プラン（第４版）」策定 

平成 28 2016 「まちづくり女(ひと)と男(ひと)の共同参画プラン（第５版）」策定 

令和３ 2021 
「ひとが輝くパートナープラン（男女共同参画プラン 第６版）」 

策定 
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9,119 10,181 11,387 12,412 12,256 11,635

35,035
38,929 41,173 41,828 42,658 45,320

4,602
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9,283 11,721

13,198

48,756
54,851

59,839
63,523

66,635
70,153

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年 令和２年

15歳未満（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口）

65歳以上（高齢者人口）

（人）

18.7 18.6 19.0 19.5 18.4 16.6

71.9 71.0 68.8 65.8 64.0 64.6

9.4 10.5 12.2 14.6 17.6 18.8

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

平成７年 平成12年 平成17年 平22年 平成27年 令和２年

15歳未満（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口）

65歳以上（高齢者人口）

（％）

５ 栗東市における男女共同参画の現状と課題 

（１）統計からみる現状 

①人口 

本市の総人口は、令和２（2020）年３月１日時点で 70,153 人となっています。総人

口は年々増加しており、中でも 65 歳以上の割合が年々多くなっています。その半面、15

歳未満の割合は平成 22 年以降、減少に転じており、15～64 歳の割合も減少傾向にあり

ます。 

【年齢３区分人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年齢３区分別人口割合の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：国勢調査（年齢不詳を除く） 

令和２年は住民基本台帳（令和２年３月１日時点） 

資料：国勢調査（年齢不詳を除く） 

令和２年は住民基本台帳（令和２年３月１日時点） 
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2,353
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1,729
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0 1,000 2,000 3,000 4,000

01,0002,0003,0004,000

０～４歳

５～９歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80歳以上

（人）

（人）

■

男

性 

近隣市との比較では、草津市、守山市、野洲市のいずれよりも 65 歳以上の割合が少な

く、15 歳未満の割合は多くなっています。また、15 歳未満と 15～64 歳の割合の合計

も、他市より多くなっています。 

 

【年齢３区分別人口割合（近隣市との比較）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口ピラミッドをみると、30 歳代～50 歳代前半の人口が多くなっています。80 歳以

上では、男性より女性が顕著に多くなっています。 

 

【人口ピラミッド】 

 

 

 

 

 

  

18.4 14.7 17.3 14.9

64.0 65.2 61.8 60.9

17.6 20.0 20.9 24.3

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

栗東市 草津市 守山市 野洲市

15歳未満（年少人口） 15～64歳（生産年齢人口）

65歳以上（高齢者人口）

（％）

資料：平成 27 年国勢調査（年齢不詳を除く） 

資料：住民基本台帳（令和２年３月１日時点） 

■

女

性 
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②出生率 

本市の出生率（人口千人あたりの出生数）は、増減を繰り返しながら推移してきました

が、平成 27（2015）年以降は減少傾向となっています。ただし全国や滋賀県、近隣各

市との比較では、高い水準で推移しています。 

 

【出生率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ひとり親世帯の状況 

本市のひとり親世帯は、世帯数の増加とともに特に母子家庭の数が増加を続けています

が、一般世帯に対する割合は平成 17（2005））年以降、1.9％で横ばいとなっていま

す。父子家庭は一般世帯に対する割合が平成 12（2000）年以降、各年 0.2％で推移し

ています。 

 

【ひとり親世帯の状況（カッコ内の％は一般世帯に対する割合）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

13.6
14.1

12.5 12.4

9.1 9.1
8.7

8.3

8.0 8.0 7.8 7.6
7.0

9.0

11.0

13.0

15.0

17.0

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

栗東市 滋賀県 全国

（人口千対）

13.6
14.1

12.5 12.4

9.8
10.1

9.8 9.1

10.5
10.2 10.2

9.9

9.7 9.7
9.0

8.0
7.0

9.0

11.0

13.0

15.0

17.0

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

栗東市 草津市

守山市 野洲市

（人口千対）

資料：人口動態調査（全国、県）、住民基本台帳（各市） 

資料：国勢調査 

248

383
430

481

42 36 52 45

0

100

200

300

400

500
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平成12年 平成17年 平成22年 平成27年

母子世帯 父子世帯

（世帯）

（1.9％）

（0.2％）

（1.9％）
（2.0％）

（0.2％） （0.2％）（0.2％）

（1.9％）

（1.4％）
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（人）

④外国人住民の状況 

本市に居住する（住民票がある）外国人の数は、平成 27（2015）年までは、ほぼ 1,000

人弱で推移していましたが、平成 28（2016）年以降は増加傾向がみられます。 

 

【栗東市の外国人住民数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤未婚率の推移 

本市の未婚率の推移をみると、男女とも 25～29 歳、30～34 歳、35～39 歳の各年

齢層で全体としては増加傾向にあります。男性では 25～29 歳で半数を上回って推移して

おり、平成 27（2015）年は 58.5％と、６割に迫ろうとしています。 

女性では 25～29 歳で、平成 27（2015）年は平成７（1995）年と比較して 11.0ポ

イント増の 44.0％と、男性ほどではないものの高い水準となっています。 

生涯未婚率（45～49 歳と 50～54 歳の未婚率の平均値）も男女ともに年々増加傾向に

あり、特に男性は平成 17（2005）年以降、１割を超える水準で推移しています。 

 

【未婚率の推移】 

■男性                     ■女性 
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5.0 7.8
11.5 13.6 15.9

0.0

20.0

40.0

60.0

平成７年 平成12年 平成17年 平成22年 平成27年
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（％）

33.0 35.1

41.3 43.5 44.0

10.8
14.7 16.8
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4.6
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1.3 1.8 3.3
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（％）

資料：国勢調査 

資料：滋賀県総合企画部国際課提供数値により算出（各年 12 月 31 日時点） 
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⑥女性の雇用・就労の状況 

本市の雇用者全体に占める女性の割合は年々増加傾向にあり、平成 27（2015）年は平

成７年と比較して、6.6ポイント増の 42.7％となっていますが、全国や滋賀県よりは低い

水準となっています。 

近隣市との比較では、平成７（1995）年以降、各市よりも低い水準で推移しています。 

 

【女性雇用者割合の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

雇用者とは：会社員・工員・公務員・団体職員・個人商店の従業員・住み込みの家事手伝い・日々雇用されて

いる人・パートタイムやアルバイトなど，会社・団体・個人や官公庁に雇用されている人のこ

と。（ここでは「役員」を含む） 

 

【女性雇用者割合の推移（近隣市との比較）】 
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資料：国勢調査 

資料：国勢調査 
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⑦労働力率の状況 

本市の労働力率（15 歳以上人口に占める労働力人口(就業者と完全失業者を合わせた数)

は、男性ではほぼ全国や滋賀県と同様の傾向となっていますが、女性では 25～44 歳にか

けて全国や滋賀県より低くなっており、グラフが描くいわゆるＭ字カーブの谷が深くなっ

ています。 

 

【労働力率の状況／平成 27 年 男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【労働力率の状況／平成 27 年 女性】 
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資料：国勢調査 

資料：国勢調査 
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女性の労働力の推移をみると、30～34歳で最も深くなっているグラフのＭ字カーブの

底が、年々浅くなってきており、女性の社会進出が進展しているようすがうかがえます。 

また、有配偶者と比較して未婚の女性と死別・離婚した女性で、M 字カーブの底がほぼ

ない状況となっています。 

 

【女性の労働力率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性の労働力率 婚姻状況別（平成 27 年）】 
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資料：国勢調査 
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45.5 67.3

86.8 86.3

85.4 87.0 87.9
81.2

64.0

38.2

19.0 10.1

3.4
2.0

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80～

84歳

85歳

以上

未婚 有配偶 死別・離別

（％）

資料：国勢調査 
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⑧雇用者における従業上の地位 

本市の雇用者における従業上の地位をみると、男性では「正規の職員・従業員」が

70.8％と半数を大きく超えているのに対し、女性では 35.1％となっています。 

「労働者派遣事業所の派遣社員」と「パート・アルバイト・その他」を合わせた割合は、

男性が 13.1％に対し、女性では 53.6％と半数を超えています。 

 

【雇用者における従業上の地位 平成 27 年】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

70.8

35.1

2.9

5.4

10.2

48.2

4.5

2.0

2.4

0.7

6.3

3.0

0.8

3.5

0.0

0.3

2.2

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

男性

女性

正規の職員・従業員 労働者派遣事業所の派遣社員

パート・アルバイト・その他 役員

雇人のある業主 雇人のない業主

家族従業者 家庭内職者

不詳

資料：国勢調査 
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⑨自殺者の状況 

本市の自殺者数の推移をみると、各年増減はあるものの、10人台の年が多くなってい

ます。女性より男性の自殺者が多い年が目立ちます。 

男女別・年代別の自殺死亡率（人口 10 万人あたりの自殺者数）をみると、男性では全

国より低い水準となっていますが、40 歳代、50 歳代で自殺者が多くなっています。 

女性では年齢層による違いが大きくなっており、20 歳代、40 歳代、60 歳代で全国を

上回っています。 

 

【男女別自殺者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別の自殺死亡率（平成 25～29 年）】 

■男性                    ■女性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：自殺の統計：地域における自殺の基礎資料 
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31.7
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20歳

未満

20

歳代

30

歳代

40

歳代

50

歳代

60

歳代

70

歳代

80歳

以上

栗東市 全国

（人口10万対）

0.0
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11.0

18.2

12.4

21.2
15.7
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1.6
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11.2

12.3

14.1

13.5 16.5

16.8

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

20歳

未満

20

歳代

30

歳代

40

歳代

50

歳代

60

歳代

70

歳代

80歳

以上

栗東市 全国

（人口10万対）
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12

7
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平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年

男性 女性

（人）

資料：自殺の統計：地域における自殺の基礎資料 
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27.4 27.5 28.6 29.9 31.4 33.7 37.1

28.2 28.1 27.4 27.5 26.5 25.4 23.5

44.4 44.4 44.0 42.6 42.1 40.9 39.4

0

20

40

60

80

100

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年

保育園・幼児園（中・長時間保育） 幼稚園・幼児園（短時間保育）

その他（家庭等）

⑩保育所・幼稚園等の状況 

本市の未就学児の就園状況を見ると、保育園・幼児園（中・長時間保育）が年々増加して

おり、令和２（2020）年は平成 26年より 9.7 ポイント増の 37.1％となっています。 

一方、幼稚園・幼児園（短時間保育）とその他（家庭等）で保育する児童の割合は減少傾

向となっています。 

 

【保育園・幼稚園・幼児園（短・中・長時間保育）利用児童割合の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保育園・幼児園（中・長時間保育）における待機児童の数は、平成 26（2014）年以

降、毎年増加を続けていましたが、４月時点では平成 30（2018）年、10 月時点では

平成 29（2017）年をピークに減少に転じています。しかし、平成 31（2019）年は

４月時点、10 月時点とも、平成 26（2014）年と比較して大幅に増加しています。 

また、年度中に新たなニーズが発生し、待機児童数が増加する傾向が続いています。 

 

【栗東市の待機児童数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

  

資料：幼児課・自治振興課提供数値により算出（各年５月１日時点） 

時点／各年５月１日現在   

1

12

32

53

70
60

26

65

90

112
106

97

0

20

40

60

80

100

120

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年

4月 10月

（人）

資料：滋賀県保育所等入所待機児童 

時点／各年５月１日現在   
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⑪ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）の状況 

本市のドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）の相談件数の推移をみると、平成 26（2014）

年度をピークに減少傾向となっていますが、平成 30（2018）年度は平成 25（2013）

年度と比較して４件増の 80 件となっています。 

 

【ＤＶ相談件数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ＤＶ相談件数の推移（全国・県）】 

 

 

 

 

 

  

76
88 84

39
51

80

0

20

40

60

80

100

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

（件）

資料：子育て応援課提供数値により算出 

時点／各年５月１日現在   

資料：配偶者暴力相談センターへの相談件数 

時点／各年５月１日現在   
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100,000

110,000

120,000
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200

400
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800

1,000

1,200

1,400

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

滋賀県 全国

（件）
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⑫市における女性登用の状況 

市役所における女性管理職の比率は、おおむね２割前後で推移しています。 

近隣市との比較では、平成 30（2018）年以降、各市よりも低い水準で推移しています 

 

【女性管理職比率の推移】            【近隣市との比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、市の行政委員会における女性委員の比率は、おおむね２割程度で推移しています。 

近隣市との比較では、平成 30（2018）年以降、４市の中で第３位の水準で推移してい

ます。 

 

 

 

 

 

  

資料：滋賀県「市町における男女共同参画推進状況」 

時点／各年５月１日現在   

資料：滋賀県「市町における男女共同参画推進状況」 

時点／各年５月１日現在   
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（２）市民アンケートにみる現状 

本プランの策定にあたり実施した「栗東市男女共同参画社会づくりに関する市民アンケ

ート調査」（令和元(2019)年 12 月に実施。対象：市内在住の 20歳以上の男女各 1,000

名）の結果から、特徴的なものを抜粋します。 

 

①家事・子育て・家族の介護にかける時間 

家事・子育て・家族の介護にかける時間に、男女間で大きな開きがみられます。 

男性では、本人が家事にかける時間は「１時間未満」が 52.8％なのに対し、パートナー

（配偶者等）が家事にかける時間は「３～４時間未満」が 17.9％、「２～３時間未満」が

17.5％などと、男女間で大きな開きがあります。 

これと同様に子育てにかける時間でも、女性に負担が偏っている様子がうかがえます。 

 

【家事にかける時間／男性】           【家事にかける時間／女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【子育てにかける時間／男性】          【子育てにかける時間／女性】 

 

 

 

 

  

52.8 

19.1 

4.5 

1.6 

0.0 

1.6 

20.3 

2.8 

10.6 

17.5 

17.9 

10.2 

13.8 

27.2 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

１時間未満

１～２時間未満

２～３時間未満

３～４時間未満

４～５時間未満

５時間以上

不明・無回答

本人 パートナー

（N=246） （％）

4.3 

9.0 

20.4 

18.2 

11.7 

16.4 

20.1 

49.1 

17.3 

3.4 

0.6 

0.9 
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27.5 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

１時間未満

１～２時間未満

２～３時間未満

３～４時間未満

４～５時間未満

５時間以上

不明・無回答

本人 パートナー

（N=324） （％）
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0.4 

0.0 
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4.9 

6.1 
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64.6 
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１時間未満
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５時間以上

不明・無回答

本人 パートナー

（N=246） （％）
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5.6 

2.8 
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2.5 
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0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

１時間未満

１～２時間未満

２～３時間未満

３～４時間未満

４～５時間未満

５時間以上

不明・無回答

本人 パートナー

（N=324） （％）
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介護にかける時間も同様に、男女間で大きな開きがみられます。 

男性では、介護にかける時間は「１時間未満」が 47.5％、「５時間以上」が 0.0％なのに

対し、女性では、「１時間未満」が 25.9％、「５時間以上」が 22.2％と、より多くの時間

を介護に掛けている様子がうかがえます。 

 

【介護にかける時間】 
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25.9

17.5
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４～５時間未満 ５時間以上 不明・無回答

男性

（N=40）

女性

（N=54）
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②家庭の仕事の役割分担について、理想と現状の格差 

家庭の仕事（全 10 項目）の役割分担について、理想では男女とも「両方同じ程度の役

割」という回答が多くみられますが、現状では「生活費をかせぐ」で男性に、その他の項目

では女性に負担が偏っている様子がうかがえます。 

ただし「地域活動」においては、現状でも「両方同じ程度の役割」という回答が多くなっ

ています。 

 

【家庭の役割分担 生活費をかせぐ】       【家庭の役割分担 食事のしたく】 

 

 

 

 

 

 

 

 

【家庭の役割分担 掃除、洗濯】       【家庭の役割分担 高齢者・病人の世話】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【家庭の役割分担 育児】          【家庭の役割分担 地域活動】 

 

 

 

 

 

 

 

 

※全 10 項目のうち、一部を掲載 
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不明・無回答
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③解消されつつあるものの、性別で格差がある役割分担意識への共感度 

「男性は仕事、女性は家庭」という考え方に対し、「同感する」または「どちらかといえ

ば同感する」と回答した人の割合は、いずれも前々回調査（平成 21年）、前回調査（平成

26 年）と比較して減少傾向にあり、性別による固定的な役割分担意識は徐々に解消されつ

つある様子がうかがえます。 

今回調査の結果を性別でみると、男性では肯定的意見（「同感する」と「どちらかといえ

ば同感する」の合計）が 41.8％、否定的意見（「同感しない」と「どちらかといえば同感

しない」の合計）が 43.9％、女性では肯定的意見が 31.2％、否定的意見が 58.6％と、

男性では肯定・否定が拮抗しています。 

 

【男女の役割分担意識への共感度 経年比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今回調査 男性（N=246）】            【今回調査 女性（N=324）】 
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④子育てにおける男女間の意識の格差 

「女の子は女の子らしく、男の子は男の子らしく」という子どもの育て方に対し、男性

では肯定的意見が 52.0％、否定的意見が 32.9％、女性では肯定的意見が 38.9％、否定

的意見が 47.6％と、男女で肯定・否定が逆転しています。 

 

【男性（N=246）】                【女性（N=324）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤災害時の避難所運営について、一部でうかがえる男女の役割分担意識 

災害時の避難所運営について、全５項目のうちほとんどの項目で、男女とも「性別で区

別しない方がよい」が８割前後となっています。ただし「①避難所全体の運営に関する決

定」では「主として男性がする方がよい」が男性で 14.6％、女性で 18.5％と他の項目よ

り高く、「重要事項を決定するのは男性」という考えが男女に関わらず根強い様子がうかが

えます。 

また、「④炊き出し」については、男女とも「主として女性がする方がよい」が２割を超

えています。 

 

 【男性】                     【女性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
同感する 14.2            

どちらかといえば同感する 37.8            

どちらかといえば同感しない 13.8            

同感しない 19.1            

わからない 9.3              

その他 2.4              

不明・無回答 3.3              

（％）  
同感する 7.1              

どちらかといえば同感する 31.8            

どちらかといえば同感しない 26.9            

同感しない 20.7            

わからない 9.0              

その他 0.9              

不明・無回答 3.7              

（％）

14.6 

5.3 

9.8 

1.6 

1.6 

3.3 

14.2 

8.1 

24.8 

10.6 

80.1 

77.6 

79.7 

71.5 

85.8 

2.0 

2.8 

2.4 

2.0 

2.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

① 避難所全体の運営に関する決定

② 困りごとなどへの対応

③ 支援物資の配給の仕方の決定

④ 炊き出し

⑤ 皆が快適に過ごす空間となる工夫

主として男性がする方がよい 主として女性がする方がよい

性別で区別しない方がよい 不明・無回答

（N=246）

18.5 

1.5 

9.0 

1.5 

1.9 

0.0 

17.3 

9.9 

25.0 

9.6 

78.7 

78.4 

78.4 

70.7 

85.5 

2.8 

2.8 

2.8 

2.8 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

① 避難所全体の運営に関する決定

② 困りごとなどへの対応

③ 支援物資の配給の仕方の決定

④ 炊き出し

⑤ 皆が快適に過ごす空間となる工夫

主として男性がする方がよい 主として女性がする方がよい

性別で区別しない方がよい 不明・無回答

（N=324）
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⑥ワーク・ライフ・バランスは「ある程度できている」が多数派 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）については、男女とも「ある程度でき

ている」が最も多くなっています。ただし、男性の 40 歳代では「実現できている部分が

少ない」が 37.2％と最も多くなっています。 

また、女性の 20歳代、30 歳代、60歳代では「実現できていない」が男性より多くな

っています。 

 

【男性】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性】 

 

 

 

  

実現できて
いる

ある程度実
現できて
いる

実現できて
いる部分が

少ない

実現できて
いない

わからない その他
不明・
無回答

全体（N=246） 6.5 41.1 23.2 13.4 8.9 0.4 6.5

20～29歳（N=17） 0.0 41.2 35.3 0.0 23.5 0.0 0.0

30～39歳（N=31） 3.2 58.1 29.0 3.2 3.2 0.0 3.2

40～49歳（N=43） 4.7 23.3 37.2 25.6 7.0 0.0 2.3

50～59歳（N=45） 11.1 33.3 26.7 15.6 11.1 0.0 2.2

60～69歳（N=52） 5.8 53.8 17.3 7.7 5.8 0.0 9.6

70歳以上（N=58） 8.6 39.7 8.6 17.2 10.3 1.7 13.8

（％）

実現できて
いる

ある程度実
現できて
いる

実現できて
いる部分が

少ない

実現できて
いない

わからない その他
不明・
無回答

全体（N=324) 8.6 46.0 13.9 14.2 10.2 1.9 5.2

20～29歳（N=26) 7.7 38.5 15.4 19.2 19.2 0.0 0.0

30～39歳（N=49) 8.2 40.8 14.3 24.5 12.2 0.0 0.0

40～49歳（N=65） 7.7 61.5 13.8 7.7 7.7 0.0 1.5

50～59歳（N=59) 11.9 47.5 15.3 11.9 10.2 0.0 3.4

60～69歳（N=51) 5.9 43.1 21.6 15.7 2.0 5.9 5.9

70歳以上（N=73) 8.2 39.7 6.8 12.3 13.7 4.1 15.1

（％）
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⑦男女とも存在するセクハラ、ＤＶ、ストーカーの被害者 

セクシュアル・ハラスメント（セクハラ）、ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）、スト

ーカーについて、「被害の経験がある」が男女とも１割に満たないものの存在します。また、

「身近に経験した人がいる」は男女ともにセクハラとＤＶで約２割、ストーカーで約１割

存在しています。 

 

【セクシュアル・ハラスメント】        【ドメスティック・バイオレンス】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ストーカー】 

 

 

 

 

 

  

1.6 

9.0 

22.8 

19.8 

73.2 

68.2 

2.4 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（N=246)

女性（N=324)

被害の経験がある

自分はないが、身近に経験した人がいる

被害に遭ったことはないし、まわりにもいない

不明・無回答

3.3 

6.8 

17.1 

22.5 

77.2 

68.2 

2.4 

2.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（N=246)

女性（N=324)

被害の経験がある

自分はないが、身近に経験した人がいる

被害に遭ったことはないし、まわりにもいない

不明・無回答

1.2 

4.3 

10.2 

12.7 

85.8 

79.9 

2.8 

3.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（N=246)

女性（N=324)

被害の経験がある

自分はないが、身近に経験した人がいる

被害に遭ったことはないし、まわりにもいない

不明・無回答
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⑧市が最も注力すべきは、ワーク・ライフ・バランスの推進 

男女共同参画社会の実現のために栗東市が注力すべきこととしては、男女とも「男女が

ともに働きやすい労働環境をつくること」が最も多く、「仕事と家庭生活や地域活動が両立

できる環境づくりを進める」、「学校における教育・学習を推進する」がそれに続いていま

す。 

ワーク・ライフ・バランスの推進に向けたいっそうの取組みが重要であると考えられま

す。 

【男女共同参画社会の実現のために市が注力すべきこと】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

32.5 

26.0 

6.9 

12.2 

15.9 

50.0 

8.9 

39.4 

13.8 

15.0 

5.3 

4.5 

34.6

17.3

4.3

13.9

10.2

60.5

9.0

56.2

12.3

9.3

2.2

3.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0

学校における教育・学習を推進する

家庭・地域における教育・学習を推進する

母性の保護や生涯を通じた男女の性と健康を守る

男女間のあらゆる暴力をなくす

男性や女性の生き方や悩みに関する相談窓口を

充実させる

男女がともに働きやすい労働環境をつくる

女性の起業や再就職などのチャレンジを支援する

仕事と家庭生活や地域活動が両立できる環境づくりを

進める

政策・方針決定の場への女性の参画を進める

地域における活動の支援や地域のリーダーとなる

人材を育成する

その他

不明・無回答

男性（N=246） 女性（N=324)

（％） 
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（３）事業所アンケートにみる現状 

本プランの策定にあたり実施した「栗東市男女共同参画社会づくりに関する事業所アン

ケート調査」（令和元(2019)年 10 月に実施。対象：市内の事業所のうち、事業所内公正

採用選考・人権啓発担当者設置事業所で、令和元年度において企業訪問を行う従業員 10 人

以上の事業所 271 社）の結果から、特徴的なものを抜粋します。 

 

①管理職に占める女性の割合は１割強 

回答があった90事業所計での管理職の男女別構成比をみると、管理職を占める割合は、

「男性」が 88.0％と大半を占め、「女性」は 12.0％と低くなっています。 

なお、女性管理職が「いない」と答えた事業所は 56.7％と、６割近くとなっています。 

 

【管理職の男女別構成比（90 事業所計）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【女性管理職の割合による 90 事業所の分布】 

 

 

 

 

  

12.0 88.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

女性 男性

管理職の

男女別構成比

（N=681 ）

56.7 

3.3 

10.0 

15.6 

6.7 

1.1 

2.2 

2.2 

0.0 

0.0 

0.0 

2.2 

0.0 

0 10 20 30 40 50 60

いない

1～9％

10～19%

20～29%

30～39%

40～49%

50～59%

60～69%

70～79%

80～89%

90～99%

100%

不明・無回答

（N=90） （％）
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②未実施もみられるセクハラ、パワハラ防止対策 

セクハラについて、「就業規則などにハラスメント防止の規定を定めている」と「資料の

配布や掲示により、意識啓発を図っている」で、「実施している」が６割を上回っています。 

「事業所内に相談窓口を設けている」と「ハラスメント防止に関する研修を実施してい

る」で、「実施している」が５割台となっています。 

なお、「ハラスメント発生時の対応マニュアルを定めている」で、現段階で実施していな

い割合は 62.7％となっています。 

【セクハラ防止の取組み内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

パワハラについて、「就業規則などにハラスメント防止の規定を定めている」「事業所内

に相談窓口を設けている」と「資料の配布や掲示により、意識啓発を図っている」で、「実

施している」が５割を上回っています。セクハラの防止対策に比べると、「実施している」

が全体的に少なくなっています。 

なお、「ハラスメント発生時の対応マニュアルを定めている」で、現段階で実施していな

い割合は 63.8％となっています。 

【パワハラ防止の取組み内容】 

  

64.9 

55.3 

30.9 

50.0 

61.7 

20.2 

19.1 

43.6 

26.6 

20.2 

10.6 

22.3 

19.1 

20.2 

16.0 

4.3 

3.2 

6.4 

3.2 

2.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就業規則などにハラスメント防止の規定を定めている

事業所内に相談窓口を設けている

ハラスメント発生時の対応マニュアルを定めている

ハラスメント防止に関する研修を実施している

資料の配布や掲示により、意識啓発を図っている

実施している 実施予定又は検討中

実施する予定はない 不明・無回答

（N=94）

56.4 

51.1 

27.7 

47.9 

58.5 

26.6 

21.3 

43.6 

26.6 

20.2 

10.6 

23.4 

20.2 

19.1 

17.0 

6.4 

4.3 

8.5 

6.4 

4.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

就業規則などにハラスメント防止の規定を定めている

事業所内に相談窓口を設けている

ハラスメント発生時の対応マニュアルを定めている

ハラスメント防止に関する研修を実施している

資料の配布や掲示により、意識啓発を図っている

実施している 実施予定又は検討中

実施する予定はない 不明・無回答

（N=94）
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③人的な課題が多い、両立支援制度の利用促進 

仕事と育児や介護との両立支援制度の利用を促進しようとする場合の課題については、

「育児休業や介護休業などによる代替要員の確保が難しい」が 66.0％と最も多く、次いで

「周りの人の業務量が増える」が 45.7％、「日常的に労働時間が長い部門・事業所がある」

が 33.0％となっています。 

 

【仕事と育児や介護との両立支援制度の利用促進に関する課題】 

 

 

  33.0 

25.5 

12.8 

45.7 

66.0 

10.6 

13.8 

22.3 

24.5 

4.3 

9.6 

21.3 

5.3 

0.0 

4.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

日常的に労働時間が長い部門・事業所がある

全体的に休暇取得率が低い

育児休業や介護休業が取りづらい雰囲気がある

周りの人の業務量が増える

育児休業や介護休業などによる代替要員の確保が難しい

育児・介護支援などに関する管理職の認識が不足している

両立支援制度の導入に伴い、コストが増大する

公的及び民間の保育・介護サービスが不足している

社会通念上、男性が育児・介護に参加しにくい

情報やノウハウ不足により制度の導入や運用が難しい

両立支援の効果が、企業として数値等で把握しにくい

休業することによって収入などの面で不安があるため、従業員が利用を望まない

特に問題となることはない

その他

不明・無回答

（N=94） （％）
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④実施状況にばらつきがみられる働き方改革の取組み 

「ワーク・ライフ・バランス」の実現や「働き方改革」に関連して実施している取組みに

ついては、「年次有給休暇取得の促進」で、「実施している」が９割を上回っています。 

「長時間残業の削減など労働時間短縮の取組み」で、「実施している」が７割を上回って

います。 

「仕事と育児との両立支援制度を利用しやすい雰囲気づくり」で、「実施している」が５

割を上回っています。 

 

【ワーク・ライフ・バランス、働き方改革に関する取組みの実施状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

51.1 

38.3 

71.3 

90.4 

40.4 

46.8 

5.3 

44.7 

18.1 

38.3 

46.8 

16.0 

6.4 

25.5 

17.0 

13.8 

39.4 

41.5 

6.4 

9.6 

8.5 

2.1 

27.7 

30.9 

72.3 

9.6 

33.0 

4.3 

5.3 

4.3 

1.1 

6.4 

5.3 

8.5 

6.4 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

仕事と育児との両立支援制度を利用しやすい雰囲気づくり

仕事と介護との両立支援制度を利用しやすい雰囲気づくり

長時間残業の削減など労働時間短縮の取組み

年次有給休暇取得の促進

年次有給休暇以外の有給制度

変形労働時間制の導入

在宅勤務の導入

従業員の心身の健康支援

従業員の地域活動支援

実施している 今後実施したい

実施する予定はない 不明・無回答

（N=94）
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（４）前プラン（第５版）における目標値の状況 

前プラン（第５版）において、計画期間（平成 28(2016)年度～令和２(2020)年度）

に達成すべき数値目標として 41 項目を設定しています。その現状値は以下の通りです。 

 

実績値欄の太字は、目標を達成しているもの 

基本 

目標 

重点 

課題 
項目 データの出典 

単

位 

平成26年 

実績値 

平成31年 

目標値 

令和元年 

実績値 

１ 

男
女
の
人
権
の
尊
重
と
意
識
づ
く
り 

（
１
）
男
女
共
同
参
画
の
視
点
に
立
っ
た
保
育
・
教
育
、
学
習
の
推
進 

人権意識が高く、差別や偏見のないまちづく

りが推進されていると思う市民の割合 

栗東市総合計画策定のた

めの市民アンケート調査 
％ 53.8 60 51.9※１ 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべき」という

考え方に同感しない市民意識の割合 
市民アンケート※２ ％ 55.6 70 55.2※３ 

男女共同参画について話し合ったり、学習し

たりしたことがない市民の割合 
市民アンケート ％ 60.9 45.0 66.4 

市や県主催の男女共同参画セミナーや講演会

に参加したことがある人の割合 
市民アンケート ％ 11.8 15.0 7.0 

栗東市男女共同参画都市宣言の認知率 市民アンケート ％ 43.8 60.0 45.5 

小・中学校での男女共同参画の副読本の利用

率（利用学校数／市内 12 学校） 
学校教育課調べ ％ 100.0 100.0 100.0 

男女共同参画の講演会、セミナー等の参加延

べ人数 
自治振興課調べ 人 850※４ 380 123 

じんけんセミナー等の平均参加人数 人権政策課調べ 人 230 280 213 

人権啓発リーダー講座、市民のつどい等の参

加延べ人数 
人権教育課調べ 人 470 520 624 

社会教育事業（男女共同参画に関る）講座・教

室の参加延べ人数 
生涯学習課調べ 人 48 55 81 

小・中学校での年間指導計画に基づく性に関

する指導の実施率（実施学校数／市内12学校） 
学校教育課調べ ％ 100.0 100.0 100.0 

多文化共生イベント参加者数 自治振興課調べ 人 610※５ 500 932 

（
２
）
男
女
間
の
あ

ら
ゆ
る
暴
力
の
根
絶 

ＤＶを経験したことがある女性の割合 市民アンケート ％ 10.4 減少 7.0 

セクハラを経験したことがある女性の割合 市民アンケート ％ 9.6 減少 9.2 

 

※１ 把握できる直近の数値として、実績値においては平成 30 年のもの 

※２ 単に「市民アンケート」とある場合は、栗東市男女共同参画社会づくりに関する市民アンケート調査をさす 

※３ 前回、前々回調査と基準を合わせるため、「その他」「不明・無回答」を除いた割合 

※４ じんけんセミナー共催分の参加者を含む 

※５ 栗東ロテリア推進事業分の参加者を含む 
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基本 

目標 

重点 

課題 
項目 データの出典 

単

位 

平成26年 

実績値 

平成31年 

目標値 

令和元年 

実績値 

２ 

男
女
の
職
業
と
家
庭
・
地
域
生
活
と
の
両
立
支
援 

（
１
）
働
く
権
利
の
保
護
と
働
く
場
に 

 
 

お
け
る
男
女
共
同
参
画
の
推
進 

職場の中でみて、どちらの性が優遇されてい

るかの設問で「平等」と思う市民意識の割合 
市民アンケート ％ 19.2 35 21.8 

栗東市における女性（25～44 歳）の就業率 国勢調査 ％ 57.9 73 62.3※６ 

管理的職業従事者に占める女性の割合 事業所アンケート※７ ％ 6 18 12 

ポジティブ・アクションに取り組んでいる事

業所の割合 
事業所アンケート ％ 50 60 87.2 

女性における新規創業の実現件数 商工観光労政課調べ 件 ― 6 8※８ 

女性における新規創業の相談件数 商工観光労政課調べ 件 ― 12 16 

（
２
）
家
庭
・
地
域
に
お
け
る 

 
 

男
女
共
同
参
画
の
推
進 

地域で実施している男女共同参画事業に参

加したことがある人の割合 
市民アンケート ％ 14，6 20.0 10.8 

家庭生活の中でみて、どちらかの性が優遇さ

れているかの設問で「平等」と思う市民意識

の割合 

市民アンケート ％ 32.1 38 36.9 

地域生活の中でみて、どちらかの性が優遇さ

れているかの設問で「平等」と思う市民意識

の割合 

市民アンケート ％ 34.9 40 36.4 

障がい者団体事業、県主催スポーツ大会への

参加延べ人数 
障がい福祉課調べ 人 658 720 772 

地区別懇談会への参加延べ人数 人権教育課調べ 人 2,823 3,000 2,822 

（
３
）
仕
事
と
生
活
の
調
和
（
ワ
ー
ク
・
ラ
イ
フ
・
バ
ラ
ン
ス
）
の
推
進 

生活の中における優先度で希望と現実が異

なっている人の割合 
市民アンケート ％ 57.0 36 45.8 

介護を支援する制度がある事業所の割合 事業所アンケート ％ 79.0 90 75.5 

仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バラン

ス）について言葉も内容も知っている事業所

の割合 

事業所アンケート ％ 45.9 60 94.7※９ 

男性の育児休業の取得状況 事業所アンケート ％ 1.2 5 3.8 

父母ともに子育てを主体的に行っている市

民の割合（就学前児童） 

子ども・子育て支援 

ニーズ調査 
％ 43.7 50 42.6※10 

地域子育て支援拠点か所数 子育て応援課調べ 
か

所 
3 6 4 

保育園の待機児童数 幼児課調べ 人 1 0 60※11 

延長保育している保育所数 幼児課調べ 園 6 9 12 

法人保育園数（移管件数を含む） 幼児課調べ 園 6 9 13 

介護保険等の出前トークの参加延べ人数 長寿福祉課調べ 人 507 1,500 482 

 

※６ 把握できる直近の数値として、実績値においては平成 27 年のもの 

※７ 単に「事業所アンケート」とある場合は、栗東市男女共同参画社会づくりに関する事業所アンケート調査

をさす 

※８ 創業支援等事業計画による支援実績創業者のうち、女性の人数 

※９ ワーク・ライフ・バランスや働き方改革に関連した取組みを実施している事業所の割合 

※10 把握できる直近の数値として、実績値においては平成 30 年のもの 

※11 ４月 1日時点  
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基本 

目標 

重点 

課題 
項目 データの出典 

単

位 

平成26年 

実績値 

平成31年 

目標値 

令和元年 

実績値 

３ 

あ
ら
ゆ
る
分
野
へ
の 

 
 
 

男
女
共
同
参
画
の
推
進 

（
１
）
政
策
・
方
針
決
定
過
程
へ
の 

 
 

女
性
の
参
画
促
進 

社会全体でみて、どちらかの性が優遇されて

いるかの設問で「平等」と思う市民意識の割

合 

市民アンケート ％ 13.3 18 11.9 

審議会等における女性委員の割合 自治振興課調べ ％ 31.1 40.0 34.4 

女性委員が３割以上、７割以下の審議会等の

割合 
自治振興課調べ ％ 51.7 70.0 44.8 

自治会長における女性の割合 自治振興課調べ ％ 16.3 30.0 12.1 

農業組合長の女性就任者数 農林課調べ 人 0 4 0 

市男性職員の育児休業取得数（５年間延べ人

数） 
総務課調べ 人 0 5 1 

 

《検証》 

○ 全 41 項目のうち、目標値を達成した項目数は 34.1％にあたる 14 項目となっていま

す。中には「多文化共生イベント参加者数」や「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・

バランス）について言葉も内容も知っている事業所の割合」などのように、目標値を大

きく上回っている項目もみられます。 

○ 目標未達の 27 項目のうち、「保育園の待機児童数」や「農業組合長の女性就任者数」

などは、特に目標値と実績値の格差が大きくなっています。 

○ 令和元年度の実績値（または直近の実績値）が平成 26 年度実績値より後退している項

目は、全体の 36.6％にあたる 15 項目となっています。 
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（５）男女共同参画を取り巻く現状を踏まえた課題 

本市の現状を踏まえた課題は以下のとおりです。 

課題１ 人権の尊重と意識の醸成 

市民アンケートによると、「男性は仕事、女性は家庭」という考え方に対し、肯定的な意

見が減少傾向にあり、性別役割分担意識が解消されつつあるものの未だ根強く、特に男性

に性別役割分担意識が残っている状況です。男女共同参画社会の根幹である、「男女が平等

で、人権や個性が尊重される社会」への意識づくりが必要です。 

課題２ 多様な暮らし方・働き方の実現 

女性の労働力の推移をみると、Ｍ字カーブの底が全国や県と比較して深いという現状が

あります。その要因の一つと考えられる待機児童については解消を目指し、「働きながら子

育てしやすい環境の整備」を推進することが必要です。市民アンケートでは、「男女がとも

に働きやすい労働環境や、仕事と家庭・地域生活が両立できる環境づくり」を求める声が

多くありました。ワーク・ライフ・バランスの実現が実感できる取組みが必要です。 

課題３ 参画と協働による地域づくり 

本市の高齢化率は県内で最も低いとは言え、地域の担い手の高齢化は否めません。今後

も持続可能な地域社会に向け、女性など多様な視点を取り入れ、ともに参画する地域づく

りが必要です。特に防災については、重要事項を決定するのは男性という意識を改善し、

日頃から女性などが地域での取組みに参画し、多様な視点を取り入れることが必要です。 

課題４ 安全安心な暮らしの実現 

DV 相談の件数は一定数あり、市民アンケートによる調査でも、実際に被害を経験した

人が男女ともに１割弱存在しています。ジェンダーに基づく暴力は重大な人権侵害であり、

根絶しなければなりません。また、ひとり親世帯の数も増加しており、困難を抱える人々

の実情に応じた自立支援が必要です。 

課題５ あらゆる分野における男女共同参画の視点の反映 

女性委員が不在の審議会委員の見直しを含め、市のあらゆる施策に男女共同参画の視点

が反映され、様々な角度からその影響について多様な視点で捉えることができる市政の運

営に向け、全庁的な取組みが必要です。  
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第２章 基本的な考え方 

１ 基本理念 

前プラン（第５版）においては、「女（ひと）と男（ひと）が ともに歩み、ともに輝く社

会」を基本理念として定め、様々な施策を展開してきました。 

しかしながら、市民アンケートの結果にあるように、「男性は仕事、女性は家庭」といった

固定的な性別役割分担意識が根強く残っているなど、男女共同参画社会の実現は道半ばです。 

そのため、本プランでは、誰もが平等であるという基本的な人権尊重意識の醸成と、性別

にかかわらず個性と能力を存分に発揮できる環境を整えていく取組みを進めます。 

人権意識の高揚のためには、性別役割分担意識の解消はもちろん、幼少期から無意識のう

ちに形成されてきた物事への見方により、性別などによる差別・区別が生じるおそれのある

アンコンシャス・バイアス※（無意識の思い込み）の存在が、少数派や影響力の弱い人たちの

障壁となっていることに気づく必要があります。思い込みから解放され、影響力が強い人だ

けでなく誰もが自分らしく個性と能力が発揮できる公正な社会、多様な考えが活かされる豊

かな社会の実現を目指します。 

また、家庭・地域・働く場などあらゆる場面において、ワーク・ライフ・バランスの実現や

女性の活躍、ジェンダーに基づく暴力の根絶など、性別にかかわらず個性と能力を十分に発

揮できる環境を整え、誰もが自分らしく生きることができる社会を目指します。 

これらのことから、本プランでは「だれもが自分らしく生きることができる 公正で多様性

に富んだ社会」を基本理念として掲げ、計画期間において目指す姿とします。 

そのため、計画の名称も第５期までの「まちづくり女（ひと）と男（ひと）の共同参画プラ

ン」から、「ひとが輝くパートナープラン」に改めました。 

 

 

 

 

だれもが自分らしく生きることができる 

公正で多様性に富んだ社会 

 

  

本プランの基本理念 

※アンコンシャス・バイアス：Unconscious Bias（無意識の思込み）のこと。男女共同参画の分野では、「男性は

○○が得意（苦手）」「女性は○○が得意（苦手）」など、性別によって根拠のない決めつけをすることなどをさ

す。性別に限らず、職業、学歴、人種等により、人の特性や性質などを決めつけることもいう。 
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○男女共同参画社会基本法 

○男女雇用機会均等法 

○ＤＶ防止法 

○女性活躍推進法 

○子ども・子育て関連３法 

○まち・ひと・しごと創生法 

○政治分野における男女共同参画の推進に

関する法律 

○働き方改革関連法 … など 

○ 第２期栗東市総合戦略 

○栗東市人権擁護計画 

○栗東市子ども・子育て支

援事業計画 

○健康りっとう２１ 

○栗東市障がい者基本計画 

○栗東市高齢者福祉計画・

介護保険事業計画 

○栗東市市民参画と協働に

よるまちづくり推進条例

行動計画 … など 

２ 基本理念達成に向けた計画のあり方 

基本理念である「だれもが自分らしく生きることができる 公正で多様性に富んだ社会」の

実現のために、上位計画である「第六次栗東市総合計画」をはじめとする他の関連する計画

との整合性を図り、あらゆる施策において男女共同参画の視点が持てるよう、各課が連携し

て男女共同参画関連施策を総合的に推進します。 

推進にあたっては、市民や事業者などの参画や協働により、各主体と一体となった全市体

制で実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＳＤＧｓ 

（持続可能な開発目標） 

栗
東
市
男
女
共
同
参
画
都
市
宣
言 

栗
東
市
人
権
擁
護
都
市
宣
言 

  

第六次栗東市総合計画 

・家庭、職場、地域での男女

共同参画の実践…など 

・女性活躍推進、ワーク・ライフ・

バランス、多様な働き方への実現

…など 

・施策の遂行、広報や啓発、

相談支援、庁内での男女共

同参画の推進…など 

・困難を抱える人への支援、

行政との連携…など 

ひとが輝くパートナープラン 

（栗東市男女共同参画計画 第６版） 

～だれもが自分らしく生きることができる 

公正で多様性に富んだ社会～ 

市民 事業者 

団体 
機関 市 



39 

 

３ 全体を通じた重要な視点 

基本理念をもとに具体的な施策を展開するにあたり、常に意識すべき重要な視点を「性別

にかかわらず個性と能力が十分に発揮できている」と「ワーク・ライフ・バランスを実感で

きる」とします。 

（１）性別にかかわらず個性と能力が十分に発揮できている 

家庭・地域・職場など多くの場面において、性別にかかわるアンコンシャス・バイアス

（無意識の思い込み）や慣習等により、個人の能力が十分に発揮できていない現状があり

ます。誰もが個性と能力を十分に発揮し、自分らしく生きることのできる社会をつくるた

めには、多様な性のあり方や価値観、暮らし方などを等しく尊重することが必要です。 

そのためには、自分の中のアンコンシャス・バイアスに気づき、家庭・地域・職場等にお

いて、あらゆる方針・施策・計画の決定やその実施などの場面で男女共同参画の視点を持

って考え、社会の当たり前を必要に応じて変革し、誰もが対等な社会の構成員として責任

を果たしながら活躍できるという男女共同参画社会の理念を実現することが重要となりま

す。 

そこで、「性別にかかわらず個性と能力が十分に発揮できている」を重要な視点として位

置付けます。 

 

（２）ワーク・ライフ・バランスを実感できる 

ワーク・ライフ・バランスの実現には、特に生活基盤である有償労働と無償労働（家事、

子育て、介護等）において、性別にかかわらず誰もが等しく責任を担い合うことが重要で

す。女性に負担が偏りがちな家事や子育て、介護などをパートナーで分かち合うことによ

り、女性のエンパワーメントを高める土台づくりともなります。 

また、子育て・介護・社会活動等に参画し、地域との関わりを持つことは、知識や視野、

人間関係を広めるなど、人生の豊かさにもつながります。家庭・地域・職場でのワーク・ラ

イフ・バランスの実現が、誰もが責任を分かち合い、公私ともに充実した社会につながる

と考えられます。 

そこで、「ワーク・ライフ・バランスを実感できる」を重要な視点として位置付けます。 
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４ 基本理念達成に向けた基本目標と基本施策 

基本理念のもと、以下の基本目標と基本施策を定め、具体的な施策を展開します。 

 

基本目標１ 人権の尊重と意識の醸成 

（１）男女共同参画意識の定着とアンコンシャス・バイアスの解消 

○ 人権の尊重や男女共同参画に関する意識は、幼児期から育むことが重要です。こ

のため、学校教育等を通じて男女共同参画を含む人権意識を醸成するとともに、 

生涯を通じた男女共同参画の意識づくりを推進します。 

○ アンコンシャス・バイアスは、男性の生きづらさにも影響していることがありま

す。「男だからこうしなければならない」と縛られてきたことに気づき、男性に

とっても男女共同参画が必要な取組みであるとの理解が促進されるよう、啓発を

行います。 

（２）多様性についての理解促進 

○ 男女共同参画を含む人権意識の向上のためには、多様な価値観や個性を尊重し合

い認め合う機運の醸成が重要です。このため、あらゆる場面を通じて価値観の多

様性についての理解を促進します。 

○ 性的指向・性自認※などの性の多様性が尊重されるよう、市民の理解を促進しま

す。 

○ 本市において増加傾向にある外国人住民の文化などについて、市民の理解を促進

します。 

（３）男女共同参画の視点に立った表現の促進 

○ 行政の刊行物等における固定的な性別役割分担意識をイメージする表現の点検

や是正を行うとともに、事業所や地域の発行物についても人権感覚を持って気づ

き、適切な助言を行います。 

 

  

※性的指向：恋愛・性愛の対象が同性か異性かなどといった、個人の指向のこと。 

性 自 認：肉体的な性別にかかわらず、自分の性別をどう捉えるかという自己意識のこと。 
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基本目標２ 多様な暮らし方・働き方の実現 

（１）働く場における男女共同参画の推進 

○ 非正規雇用で働く人の多さや、女性が働きながら子育てをすることの困難さなど、

社会における女性の活躍推進を阻害する要因は依然として存在しています。この

ため、女性が能力や個性に応じて社会で活躍できるよう、事業所などへの啓発を

進めます。 

○ 男性もまた、「男性は仕事、女性は家庭」といった固定的な性別役割分担意識に

縛られて長時間労働を強いられたり、自由なキャリアの選択が阻害されたりと、

職場で不利益を被っている現状がみられます。このため、働く場での男女共同参

画を推進することにより、男性が自らの指向や価値観、個性、家庭事情などに応

じた柔軟な働き方ができるよう、事業者への働きかけなどの取組みを推進します。 

（２）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進 

○ 家庭、地域、職場などで男女共同参画を実現するためには、性別を問わず誰もが

時間や労力の適切なバランスをもって、それらに従事できる環境づくりが重要と

なります。このため、育児・介護休業等の取得促進など多様なスタイルで働ける

環境の推進と、ワーク・ライフ・バランスの推進について啓発を行うとともに、

社会全体で子育てや介護を支援する体制の充実を目指します。 

○ 待機児童の解消を目指すとともに、一時預かり保育、病後児保育などの充実によ

り働きながら子育てしやすい環境を整備し、ワーク・ライフ・バランスの実現を

目指します。 

○ 家事や育児、介護等について女性に負担が偏らないよう、男性が積極的に参画す

る意識の啓発とともに、育児等に関する知識や情報を男性向けに発信するなどの

取組みを推進します。 

（３）多様な働き方の普及と女性のエンパワーメントの向上 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響で、テレワーク（在宅等勤務）やフレックスタ

イム制（勤務時間を自身で決められる働き方）などの多様な働き方が急速に普及

しました。このような変化を転機に多様で働きやすい職場環境の推進について事

業者へ働きかけを行います。また、女性の就業や起業、再就職などの支援を行い、

本来の能力や個性を発揮できる環境づくりを進めます。 
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基本目標３ 参画と協働による地域づくり 

（１）地域活動における男女共同参画の推進 

○ 地域活動においては、男性だけでなく、女性や障がい者など、多様な視点を持っ

た人が集まり、方針を決定することが必要です。特に防災分野については、過去

の震災において、避難所等で性に対する配慮がなされておらず、不自由や不便を

感じたという事態が明らかとなっています。本市においても平時からの取組みが

大切であることから、防災の担い手として女性の参画を推進し、男女共同参画の

視点による防災体制の点検・見直しを行い、誰もが安心して過ごせる地域社会づ

くりを推進します。 

○ 地域活動において、性別ではなく個性に応じて役割を担う取組みを推進し、男女

共同参画の機運を醸成します。 

（２）様々な分野における男女共同参画の推進 

○ 理工系分野への進路選択など性別に偏らない将来の選択を可能とするキャリア

教育や、農林業など女性が特に少ない分野の男女共同参画を推進します。 

 

基本目標４ 安全安心な暮らしの実現 

（１）ジェンダーに基づく暴力の根絶 

○ 新型コロナウイルス感染症による危機下において、配偶者や恋人など親密な関係

にある、又はあった者から振るわれる暴力（ドメスティック・バイオレンス＝Ｄ

Ｖ）が、世界的に急増しました。DVは潜在化しやすく、被害者が外部へ相談し

にくい状況がみられることから、啓発等を通じてＤＶの根絶を目指すとともに、

被害者・加害者双方の相談・支援体制を充実させます。 

○ 性暴力については、絶対に許さないという機運を高める啓発を行います。また、

子どもや若年層にも性暴力の認識を促します。 

（２）困難を抱える人々への支援 

○ ひとり親が自分らしいと思える生活が実現できるよう、実情に応じた自立の支援

を行います。また、高齢者や障がい者、外国人住民等が地域で安心して自立した

生活ができるよう相談体制の充実や情報提供などの支援を行います。 

（３）生涯を通じた健康づくり 

○ すべての人が互いに性の尊重について理解を深め、リプロダクティブ・ヘルス/

ライツ※など、生涯を通じて健康に関する自己管理の認識を高められるよう啓発

を行います。また、安心して妊娠・出産期を過ごせるよう相談支援を行いま

す。学校教育においては、年代に応じた性教育を適切に推進します。  

※リプロダクティブ・ヘルス/ライツ：「Reproductive Health and Rights（生殖に関する健康と権利）」。出産す

る子どもの人数、間隔、時期などを自由に決断できる権利や、性と生殖の健康を手に入れる権利のこと。 
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基本目標５ あらゆる分野における男女共同参画の視点の反映 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画促進 

○ 行政をはじめ様々な場面で重要な方針などを決定する場での男女共同参画は計

画通りに進展していない様子がうかがえます。このため、市の各種審議会や委員

会、さらに庁内において、政策・方針等を決定する場への女性の参画を、目標値

を定めて促進します。 

（２）あらゆる施策への男女共同参画視点の反映 

○ 女性の意見が反映されにくい状況にある防災分野において、政策や方針決定過程

の女性の参画拡大を目指します。 

○ 男女共同参画は、市政のあらゆる分野に関係することから、あらゆる施策や事業

を男女の格差が生じていないかなど男女共同参画の視点を持って取り組むよう

推進します。 
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５ 施策体系 

本プランでは前プラン（第５版）の施策を継承しつつ、既存施策の見直しや新規施策の追

加などを行い、以下の施策体系で具体的な取組を推進します。 

  

[☆：女性労働力率のＭ字カーブ改善への取組み ★：待機児童解消への取組み ◎：総合戦略の重点的な取組み] 

基本 
目標 

基本施策 具体的施策の方向 

１ 

人
権
の
尊
重
と
意
識
の 

醸
成 

(1)男女共同参画意識の定着と 

アンコンシャス・バイアスの 

解消 

①保育園・幼稚園・幼児園・学校における保育・教

育、学習の推進 

②家庭、地域社会における教育、学習の推進 

③男性にとっての男女共同参画の推進 

(2)多様性についての理解促進 
①性の多様性を理解するための教育・学習の推進 

②個性の尊重に対する理解促進 

(3)男女共同参画の視点に立った 

表現の促進 

①メディアにおける男女共同参画の視点に立った表

現の促進 

 

２ 

多
様
な
暮
ら
し
方
・ 

働
き
方
の
実
現 

(1)働く場における男女共同参画の

推進 ☆◎ 

①誰もが対等に働く機会の提供 

②働く場における女性の活躍推進 

(2)仕事と生活の調和（ワーク・ライ

フ・バランス）の推進 ☆★◎ 

①職場におけるワーク・ライフ・バランスの推進 

②家庭におけるワーク・ライフ・バランスの推進 

③責任を分かち合う家事・育児・介護の推進 

(3)多様な働き方の普及と女性の 

エンパワーメントの向上 ☆◎ 

①働きやすい職場環境の推進 

②女性の就業・起業の支援 

 

３ 

参
画
と

協
働
に
よ
る 

 

地
域
づ
く
り 

(1)地域活動における男女共同参画

の推進 

①地域防災活動における女性参画の拡大 

②地域活動における男女共同参画の推進 

(2)様々な分野における男女共同参

画の推進 

①様々な分野での男女共同参画の推進 

②男女共同参画の視点を持つ活動の推進 

 
４ 

安
全
安
心
な
暮
ら 

し
の
実
現 

(1)ジェンダーに基づく暴力の根絶 

①ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）に対する

支援体制の充実 

②ジェンダーに基づく様々な暴力防止への取組み 

(2)困難を抱える人々への支援 ①困難を抱える人々への支援 

(3)生涯を通じた健康づくり◎ 
①性の尊重と健康についての意識の醸成 

②健康づくりへの支援 

 

５ 

あ
ら
ゆ
る
分
野 

に
お
け
る
男
女
共
同

参
画
の
視
点
の
反
映 

(1)政策・方針決定過程への女性の

参画促進 

①審議会や委員会への女性参画の促進 

②庁内における男女共同参画の推進 

(2)あらゆる施策への男女共同参画

視点の反映 

①男女共同参画の視点による防災体制の整備 

②あらゆる施策への男女共同参画視点の反映 

③事業者や関係団体との連携推進 

④国際的な取組みとの協調 
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第３章 プランの内容 

☆印は女性労働力率のＭ字カーブ改善への取組み、★印は待機児童解消への取組み、◎印は総合戦略の

重点的な取組みを、それぞれ示しています。 

「主な担当課」とありますが、問題解決に向けて必要に応じて関係課と連携して取り組むものです。 

基本目標１ 人権の尊重と意識の醸成 

人権の尊重は、男女共同参画社会の根幹となるものです。すべての人の人権や個性が尊重

され、それぞれの希望や能力・適性に応じて等しく活躍できる社会の実現を目指します。特

にアンコンシャス・バイアス（無意識の思い込み）と多様性についての理解を深め、公正で

多様性に富んだ社会となるよう、教育・啓発を行います。 

 

（１）男女共同参画意識の定着とアンコンシャス・バイアスの解消 

①保育園・幼稚園・幼児園・学校における保育・教育、学習の推進 

幼いころから男女共同参画に関する理解が深まるよう、保育園や幼稚園・幼児園・学校に

おいて、男女共同参画の視点に立った保育・教育・学習環境を整えます。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

保育園・幼稚園・幼児

園における男女共同

参画の視点に立った

教育・学習の推進 

○ 各園において、男女共同参画及び人権尊

重の視点に立ち、性別に関係なく一人ひ

とりの個性や能力が発揮できる環境とな

るよう、栗東市人権・同和教育基準年間指

導計画を反映し、保育教育内容の充実を

推進します。 

幼児課 

保育園・幼稚園・

幼児園 

２ 

学校における男女共

同参画の視点に立っ

た教育・学習の推進 

○ 小・中学校において、男女共同参画社会づ

くり副読本等の活用による、男女共同参

画への理解を深める教育を実践します。 

○ 栗東市人権・同和教育基準年間指導計画

に基づき、男女共同参画及び人権尊重の

視点に立った教育を実践します。 

学校教育課 

小学校・中学校 

３ 

保育・教育者等の男女

共同参画に対する意

識の向上 

○ 保育職員や教職員に対して、男女共同参

画に関する研修を実施するとともに、男

女共同参画に関する指導について、教育

研究や自己研修を行います。 

学校教育課 

幼児課 
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②家庭、地域社会における教育、学習の推進 

男女共同参画に関するアンコンシャス・バイアスは社会生活の中で影響を受け、形成さ

れる場合もあることから、生涯学習等を通じて幅広い世代に継続的に情報を提供し、男女

共同参画の意識と実践が広く根付くよう、継続的な取組みを推進します。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

男女共同参画の視点

に立った生涯学習と

啓発の推進 

○ ライフステージに応じた男女共同参画に

関する学習機会の提供や、広報による啓

発に取組みます。 

自治振興課 

○ 市民に対して人権尊重の大切さ等、人権

意識の高揚を図るための啓発活動を推進

します。 

○ 地区別懇談会や講演会等を行い、男女共

同参画や人権等について学ぶ機会を設

け、意識の高揚を図ります。 

人権政策課 

人権教育課 

○ 各コミュニティセンター等での社会教育

事業を実施するにあたり、男女共同参画

の意識を持って講座等を開催します。 

生涯学習課 

 

③男性にとっての男女共同参画の推進 

男性もまた、期待される「男らしさ」や仕事中心の価値観によって生きづらさを感じて

いる場合があり、そういった考え方を解消することが、男女共同参画の推進には重要とな

ります。男女共同参画が男性の自己実現にもつながるものであるとの理解が深まるよう、

啓発や教育・学習機会の提供を行います。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

男性にとっての男女

共同参画の意義の啓

発 

○ 男女共同参画が、男性の多様な生き方や

豊かな人生につながるものであるという

意識の醸成に向け、様々な教育や学習事

業を通じて啓発を行います。 

○ 事業の実施にあたっては、誰もが参加し

やすいよう日時等の工夫を行います。 

自治振興課 

人権政策課 

人権教育課 

生涯学習課 

 

 

  



47 

 

（２）多様性についての理解促進 

①性の多様性を理解するための教育・学習の推進 

男女共同参画を推進するためには、性別や多様な性のあり方が、個性として等しく尊重

されるべきであるという考えが共有されることが重要です。それぞれの違いを認め、尊重

し合う機運の醸成に向け、教育や学習機会の提供を行います。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 
性の尊重についての

教育の推進 

○ 小・中学校において、男女が互いの性につ

いての理解を深めることができるよう、

年間指導計画に基づき、各教科の学習や

特別活動において性に関する指導を適正

に行います。 

○ 教職員に対しては、性的指向や性同一性

障害等に係る児童生徒へのきめ細やかな

対応について、理解の促進を図ります。 

学校教育課 

○ 多様な性のあり方についての理解が促進

されるよう、広報や市が主催する講演会・

イベント等の機会を通じ、啓発を行いま

す。 

人権政策課 

人権教育課 

自治振興課 

 

②個性の尊重に対する理解促進 

誰もが互いに個性を尊重し合い、それぞれの個性や能力が発揮できるよう、啓発や教育・

学習を通じて人権尊重や男女共同参画に関する情報提供を行います。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 
学校における多文化

共生教育の推進 

○ 小・中学校において、国際社会への興味・

関心や理解、人権意識を深めることがで

きるよう、多文化共生教育を推進します。 

学校教育課 

２ 

多文化共生のまちづ

くりを通じた男女共

同参画の推進 

○ 多言語による生活関連情報の提供や相談

体制の整備、多国籍市民相互の交流機会

の提供等、多文化共生社会を目指す活動

の中においても男女共同参画を意識し、

誰もが暮らしやすいまちづくりを推進し

ます。 

自治振興課 

３ 
多様な価値観を尊重

する意識の醸成 

○ 多様な価値観や個性について、そのいず

れもが等しく尊いという考えを醸成する

ため、広報や市が主催する講演会・イベン

ト等を通じ、啓発を行います。 

人権政策課 

人権教育課 

自治振興課 
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（３）男女共同参画の視点に立った表現の促進 

①メディアにおける男女共同参画の視点に立った表現の促進 

市が提供するメディアや情報について男女共同参画の視点から不適切なものがないか常

に点検を行うとともに、メディアの不適切な情報に左右されることのないよう、市民のメ

ディアリテラシー（情報を正しく読み取る力）の向上に向けた取組みを行います。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

男女共同参画の視点

に基づく市の情報発

信 

○ 広報やホームページ等における記事掲

載、その他啓発資料の作成の際、アンコン

シャス・バイアスに基づく不適切な表現

を点検することで、男女共同参画の視点

に立った適切な表現の使用促進を図りま

す。 

全課 

秘書広報課 

 

○ 行政職員に対する研修機会等を通じて、

アンコンシャス・バイアスに基づく不適

切な表現の防止・点検に関する周知・啓発

を図ります。 

自治振興課 

総務課 

２ 
メディアリテラシー

の向上 

○ 「議会だより」においてメディアによる

人権侵害等、社会の進展に応じた人権問

題啓発標語等を掲載し、人権侵害防止の

意識向上を図ります。 

議会事務局 

○ インターネット等のメディアを通じた情

報発信における人権侵害の防止につい

て、市民意識の向上を図るため、広報やホ

ームページ等による啓発を図ります。 

人権政策課 

人権教育課 

自治振興課 

○ メディアによる人権侵害等、市民のメデ

ィアリテラシーの向上に資する図書の収

集に努め、利用の促進を図ります。 

図書館 

○ 地域の広報紙や事業所のパンフレットな

どの発行物について、男女共同参画の視

点に立った適切な表現になっているかに

気づき、適切な助言を行います。 

自治振興課 

商工観光労政課 
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基本目標２ 多様な暮らし方・働き方の実現 

性別などにかかわらず、誰もが自分らしさを発揮して暮らすためには、ライフステージや

個別の事情に応じて「テレワークやフレックスタイム制」などの多様な働き方を選択できる

ことが望まれます。また、Ｍ字カーブの底上げにつながる「働きながら子育てしやすい環境

の整備」も重要です。多様な選択肢から自分らしいワーク・ライフ・バランスが実現できる

社会に向け、働く場や家庭における男女共同参画の推進、女性のエンパワーメントを高めら

れる環境づくりなどを行います。 

 

（１）働く場における男女共同参画の推進［☆ ◎］ 

①誰もが対等に働く機会の提供 

就職や就労において、性別などによって不利益を受けることがないよう、また、就労の

場において男女共同参画が推進されるよう、相談支援や啓発・学習機会の情報提供などを

行います。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 
労働相談窓口に関す

る情報提供 

○ 労働に関する相談があった際、国や県の

相談窓口との連携を図り適切な支援につ

なげるなど、労働相談窓口に関する情報

提供を行います。 

○ 広報を通じて相談業務の案内を掲載し、

周知を図ります。 

商工観光労政課 

人権政策課 

２ 

あらゆる職域におけ

る男女共同参画の推

進 

○ あらゆる職域において男女共同参画の推

進が図られるよう、市や県内における先

進的な取組みの動向の把握に努め、情報

発信を図ります。 

自治振興課 

商工観光労政課 

３ 
多様な選択が可能な

キャリア教育の推進 

○ 性別にとらわれず、本人の選択を尊重し

た進路指導を実施するとともに、理工系

等の多様な進路選択の理解を深めるた

め、年間計画に基づき各教科の学習や特

別活動においてキャリア教育を進めま

す。 

学校教育課 
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②働く場における女性の活躍推進 

働く場において、役員や管理職など重要なことを決定する立場に女性が少ない現状に鑑

み、市内の事業所や団体等で重要な立場への女性の参画が進むよう、事業者や団体等に対

する啓発を推進します。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

事業者・団体等におけ

る方針決定過程への

女性の参画促進（女性

の登用促進） 

○ 事業者や団体、自治会等に対し、方針決定

過程への女性の参画について、「女性活躍

推進法」の理念や規定などに基づき働き

かけを行います。 

全課 

商工観光労政課 

自治振興課 

２ 
事業者・団体等に対す

る情報提供 

○ 「女性活躍推進法」の理念や規定、令和元

年の同法の改正内容（令和４年４月１日

施行）等について、事業者や団体等への周

知に努めます。 

○ 男女共同参画参画を推進しようとする事

業者や団体等に対し、必要な情報を提供

し、その取組みを支援します。 

自治振興課 

 

 

（２）仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の推進［☆★◎］ 

①職場におけるワーク・ライフ・バランスの推進 

職場や家庭における男女共同参画の推進に向け、誰もが仕事と生活の調和がとれた多様

な働き方ができるよう、市民や市内の事業者・団体等に啓発や情報提供を行います。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

事業者等における男

女共同参画の機運の

醸成 

○ 事業者に対し、啓発や学習機会の提供等

の働きかけを行い、男女共同参画の機運

の醸成を図ります。 

○ 女性活躍推進企業認証制度において認定

された事業者やワーク・ライフ・バランス

推進企業に登録した事業者の周知を行う

など、事業者の自主的な取組みを促進し

ます。 

商工観光労政課 

自治振興課 

２ 

職場における妊娠・出

産・子育てへの理解の

促進 

○ 妊娠・出産、育児休業等の取得を理由とす

る不利益な扱いをなくすため、事業者に

対しパンフレットの配布等による啓発を

行い、職場における理解促進を図ります。 

商工観光労政課 
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施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

３ 

多様な就業環境の整

備に向けた事業者へ

の働きかけ 

○ 労働者一人ひとりのワーク・ライフ・バラ

ンスを実現することで、優秀な人材の確

保・定着が図られるよう、テレワークなど

の多様で柔軟な働き方や雇用のあり方に

ついて、事業者に啓発資料等により情報

提供を行います。 

○ 長時間労働等の働き方の見直しや、誰も

が子育て・学校行事・地域活動・介護等に

参加できるような環境づくりについて、

事業者に啓発を行います。 

商工観光労政課 

②家庭におけるワーク・ライフ・バランスの推進 

ワーク・ライフ・バランスの推進に向け、家庭での子育てや介護等の負担軽減の取組み

を進めるとともに、ワーク・ライフ・バランスに対する市民の理解を深めるための啓発を

行います。 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 
安心して子育てでき

る環境づくり 

○ 「子ども・子育て支援事業計画」に基づ

き、保護者の多様化する勤務形態や勤務

時間、地域の子育てニーズに対応できる

よう、長時間保育や預かり保育、一時預か

り保育等の様々な保育サービスの充実を

図ります。 

○ 講座、交流の場の提供等の様々な子育て

支援サービスにおいて、時間帯や託児等、

誰もが参加しやすいよう配慮します。 

幼児課 

子育て応援課 

２ 
家族の在宅介護の負

担の軽減 

○ 「栗東市高齢者福祉計画・介護保険事業

計画」及び「栗東市障がい者基本計画・障

がい福祉計画」に基づき、家族介護者の負

担軽減を図るため、相談内容に応じて医

療や介護などの専門職につなぎ、本人や

家族の支援を行います。また、介護保険サ

ービスや障がい福祉サービスの周知・啓

発を実施します。 

○ 周知・啓発にあたっては身近な地域での

出前講座の実施等、参加しやすい工夫を

行います。 

長寿福祉課 

障がい福祉課 

３ 

育児・介護休業を取得

しやすい環境づくり

の推進 

○ 安心して育児・介護休業が取得できるよ

う、育児・介護休業中に必要な生活資金の

貸付を受けることができる制度の周知を

図るなど、情報提供を行います。 

商工観光労政課 
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施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

４ 

ワーク・ライフ・バラ

ンスについての理解

促進 

○ 市民のワーク・ライフ・バランスに対する

理解を深めるため、広報やホームページ、

パンフレット等を通じた情報提供を行

い、一人ひとりがワーク・ライフ・バラン

スについて考える機会を創出します。 

自治振興課 

 

③責任を分かち合う家事・育児・介護の推進 

性別にかかわらず、誰もが家事・育児・介護等に参画し、地域との関わりを持つことでワ

ーク・ライフ・バランスが実現できるよう、情報提供などを行います。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 
男性の家事参加促進

のための情報提供 

○ 男性の家事参加をより促進するため、広

報等を通じて実践的な情報の提供を行い

ます。 

自治振興課 

２ 
男性の育児参加促進

のための情報提供 

○ 男性の育児参加を進めるため、男性対象

の子育て講座の開催等、父親が子育てに

参画しやすい取り組みを推進します。 

子育て応援課 

○ 男性が育児に必要な知識や技術を身につ

けることができるよう、様々な機会を通

じて情報提供を行います。 

健康増進課 

３ 
介護のための情報提

供 

○ 性別にかかわらず直面する介護や、増加

する男性介護者が抱える困難などに寄り

添い、必要な支援を行います。 

長寿福祉課 
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（３）多様な働き方の普及と女性のエンパワーメントの向上［☆ ◎］ 

①働きやすい職場環境の推進 

誰もが自分の個性や特性・能力などに応じた多様な働き方ができるような職場環境の取

組みを啓発するとともに、職場における男女共同参画やワーク・ライフ・バランスの推進

に向けた支援を行います。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

セクハラ（セクシュア

ル・ハラスメント）や

パワハラ（パワー・ハ

ラスメント）防止対策

の推進 

○ 職場におけるセクハラ・パワハラを防止

するため、関係機関等へのチラシの設置

やポスターの掲示により、啓発を行いま

す。 

商工観光労政課 

○ セクハラ・パワハラに関する市民意識の

向上を図るため、広報やホームページ等

を通じた啓発を行います。 

自治振興課 

２ 

多様な就業環境の整

備に向けた事業者へ

の働きかけ【再掲】 

○ 労働者一人ひとりのワーク・ライフ・バラ

ンスを実現することで、優秀な人材の確

保・定着が図られるよう、テレワークなど

の多様で柔軟な働き方や雇用のあり方に

ついて、事業者に啓発資料等により情報

提供を行います。 

○ 長時間労働等の働き方の見直しや、誰も

が子育て・学校行事・地域活動・介護等に

参加できるような環境づくりについて、

事業者に啓発を行います。 

商工観光労政課 
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②女性の就業・起業の支援 

女性の多様な働き方を促進するため、女性の職業能力の開発や、起業・創業、再就職等へ

向けた支援を行い、女性が能力や個性を発揮し、活躍できる環境づくりを進めます。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 
女性の職業能力開発

に関する情報提供 

○ 女性の職業能力開発につながるよう、新

たな技能・資格を取得するための手当や

訓練等の助成、関係機関が開催する講座

等の情報提供を行います。 

商工観光労政課 

人権政策課 

２ 
起業・創業のための支

援 

○ 起業・創業が活性化するよう、創業支援等

事業計画に基づき、創業支援等事業者（商

工会）や地域金融機関等との連携のもと、

学習機会等の提供を行います。 

商工観光労政課 

３ 女性の再就職支援 

○ 出産・育児、介護等で退職し、再就職を希

望する人を対象とした能力開発に関する

研修会や学習機会の情報提供を行いま

す。 

商工観光労政課 
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基本目標３ 参画と協働による地域づくり 

地域での活動も大切なワークとライフのひとつです。命に関わる防災の取組みをはじめ、

様々な地域活動や社会との関わりを持つことで、豊かなワーク・ライフ・バランスの実現を

目指します。また、市民の様々な地域活動に対し、男女共同参画に関する情報提供などの支

援を行い、市民の参画と協働による男女共同参画社会の推進を図ります。 

 

（１）地域活動における男女共同参画の推進 

①地域防災活動における女性参画の拡大 

多様な視点からの防災対策の整備に向け、防災対策等を決定する場への女性の参画を促

進し、男女共同参画の視点に立った防災体制の見直しを推進します。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 
多様性に応じた防災

体制の推進 

○ 自主防災組織等における女性の参画促進

等、地域の防災対策に多様な意見が反映

される環境づくりを進めます。 

○ 多様なニーズの違いに配慮した防災対

策・災害復旧に関する広報啓発を行いま

す。 

危機管理課 

 

②地域活動における男女共同参画の推進 

市民による自発的な地域活動において男女共同参画が図られるよう、男女共同参画の視

点による活動支援を行います。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

地域における男女共

同参画に関する取組

みの推進 

○ 地域活動に取り組む市民活動団体への学

習機会や情報提供等の支援、各種団体・グ

ループの交流を促進し、男女共同参画に

関する情報交換や活動を促進します。 

○ それらの団体との連携・協働による男女

共同参画推進に向けた取組みを進めま

す。 

自治振興課 

生涯学習課 

２ 

地域における男女共

同参画の視点をもっ

た子どもの育成 

○ 様々な年代・性別の子どもたちが交流を

通じて、人権意識やリーダーシップを学

ぶことができるよう、男女共同参画の視

点をもった地域を担うリーダーの育成を

図ります。 

生涯学習課 
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施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

３ 
地域における意識づ

くりの充実 

○ 自治会等における地区別懇談会や出前講

座を実施し、地域における男女共同参画

の意識の醸成を図ります。 

○ 実施にあたっては、新たな層が参加でき

るよう時間・場所、テーマ・内容等ニーズ

に応じた工夫に取り組みます。 

人権教育課 

４ 

男女共同参画に関す

る活動を行う団体の

育成や活動支援の促

進 

○ 男女共同参画に関する活動を行う団体の

育成や活動支援を行います。 

○ 男女共同参画の活動に対する意欲、能力

をもつ人材の活用を推進します。 

自治振興課 

 

  



57 

 

（２）様々な分野における男女共同参画の推進 

①様々な分野での男女共同参画の推進 

女性が特に少ない分野における男女共同参画を推進します。また、性別にとらわれず、

本人の意思を尊重した将来の選択を可能とするキャリア教育を実施します。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 
様々な分野での男女

共同参画の推進 

○ 市や県内における家族経営協定の締結の

動きや農業委員、指導農業士、林業技士等

の農業における女性活躍の状況等につい

て、動向の把握及び情報発信を図ります。 

農林課 

農業委員会 

２ 

多様な選択が可能な

キャリア教育の推進

【再掲】 

○ 性別にとらわれず、本人の選択を尊重し

た進路指導を実施するとともに、理工系

等の多様な進路選択の理解を深めるた

め、年間計画に基づき各教科の学習や特

別活動においてキャリア教育を進めま

す。 

学校教育課 

 

②男女共同参画の視点を持つ活動の推進 

男女共同参画を推進する団体にかかわらず、様々な分野における市民活動において、男

女共同参画の視点を持つ活動があれば、積極的に連携を行います。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

男女共同参画の視点

を持つ市民活動の支

援 

○ 様々な分野における市民の自発的な活動

において、男女共同参画の視点が反映さ

れるよう、啓発や情報提供を行います。ま

た、そのような視点を持つ市民活動を支

援します。 

自治振興課 
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基本目標４ 安全安心な暮らしの実現 

誰もが性別や性のあり方などによって不当な扱いや不安な思いをすることがないよう、ド

メスティック・バイオレンス（ＤＶ）などの防止や被害者・加害者双方に対する支援など、男

女間等の暴力の防止に向けた取組みを推進します。また、困難な事情を抱える人に対する切

れ目のない支援や、生涯を通じた健康づくりの取組みなどを通じ、市民の安全安心な暮らし

を目指します。 

 

（１）ジェンダーに基づく暴力の根絶 

①ドメスティック・バイオレンス（ＤＶ）に対する支援体制の充実 

ＤＶの防止・根絶に向け、相談体制の充実や被害者の支援、再発防止のための加害者への

働きかけなどを行います。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ ＤＶ防止策の推進 

○ ＤＶ被害を防ぐため、ＤＶ相談窓口に関

するパンフレットの設置やホームページ

等での啓発を行うなど、ＤＶ相談窓口の

周知を図るとともに、暴力を容認しない

社会をつくるための啓発を行います。 

子育て応援課 

自治振興課 

２ ＤＶ被害者への支援 

○ 多様化かつ複合的なものとなってきてい

るＤＶ相談に対応するため、女性相談員

を配置して関係機関との連携を図りなが

ら、ＤＶ被害者の保護・避難を支援しま

す。 

子育て応援課 

○ 健康相談、乳幼児健診、電話相談等の実施

の際、ＤＶに関する相談があった場合、関

係機関との連携を図りながら、専門機関

へとつなぎます。 

健康増進課 

○ 就労相談においてＤＶ等に関する情報が

あった場合に、関係機関との連携を図り

ながら、専門機関へとつなぎます。 

商工観光労政課 

○ 研修や調査を通じて県や市内における各

種相談における実態の把握を行い、行政

機関との連携を図ります。 

自治振興課 
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施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

３ ＤＶ加害者への支援 

○ 加害者もまた、様々なトラブルを抱えて

いる場合が考えられることから、加害者

の状況を把握し、必要な援助やアドバイ

ス、カウンセリングなどが受けられるよ

う関係機関につなげるなど、再発の防止

を図ります。 

自治振興課 

人権政策課 

 

②ジェンダーに基づく様々な暴力防止の取組み 

ＤＶに限らず、ジェンダー等に由来する様々な暴力の防止に向け、相談支援体制の充実

や、幼いころからの人権教育の充実を推進します。 

 
施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 
暴力防止による人権

擁護の推進 

○ 人権擁護委員による「人権いろいろ相談」

を開設し、広報や掲示板を通じて広く周

知することで、重大な人権侵害であるジ

ェンダーに基づく暴力の相談機会を充実

します。 

人権政策課 

２ 
子どもの性被害の 

防止 

○ ＳＮＳ※等の利用による性被害から子ど

もを守るため、メディアリテラシーに関

する教育を推進します。 

○ 性被害に遭わないための注意事項や、性

被害を受けそうになった時、被害に遭っ

た場合の対処法について、授業等を通じ

て啓発を行います。 

学校教育課 

３ 
性被害防止に向けた 

啓発の推進 

○ 性被害に遭わないための注意事項や、性

被害を受けそうになった時、被害に遭っ

た場合の対処法について、広報や市が主

催する講演会・イベント等を通じ、啓発を

行います。 

○ 様々な機会を活用した啓発等により、性

暴力については、絶対に許さないという

機運の醸成を図ります。 

自治振興課 

 

 

  

※ＳＮＳ：social networking service（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の略で、人と人との交流

を促進するためのインターネット上のサービスのこと。ＬＩＮＥ（ライン）、Instagram（インスタグラム）、

Facebook（フェイスブック）、Twitter（ツィッター）などがある。 
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（２）困難を抱える人々への支援 

①困難を抱える人々への支援 

生活上の困難に陥りやすいひとり親家庭や、高齢者、障がい者等であることに加えジェ

ンダーによる課題など、複合的に困難な状況に置かれている人などが、安心して孤立する

ことなく暮らすことができるよう、相談支援を含む様々な支援を提供し、課題の解消を目

指します。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

母子・父子家庭の実情

に応じた自立支援の

推進 

○ 母子・父子自立支援員を配置して、母子・

父子家庭の実情に応じた支援を行いま

す。 

子育て応援課 

２ 
困難を抱える人々に

対する相談の充実 

○ 性別による役割分担意識から生じる負担

等の困難な状況を抱える人に対して、解

決に向けた相談体制の充実を図り、細や

かな配慮による相談に応じるとともに、

必要な支援へとつなぎます。 

健康増進課 

子育て応援課 

長寿福祉課 

障がい福祉課 

社会福祉課 

３ 
高齢者・障がい者等の

社会的孤立の防止 

○ 高齢者が、性別にとらわれず互いに助け

合いながら、豊かな経験や知識、技術など

を地域社会で生かし、いつまでも住み慣

れた地域で安心して暮らせるように、地

域活動やボランティア活動などに参加・

参画するための機会・場づくりや活動を

継続するための環境づくりを進めていき

ます。 

長寿福祉課 

○ 障がいの特性に加え、性別にとらわれな

いスポーツ活動等の取組みを推進するこ

とで、障がいのある人の社会参加を推進

します。 

障がい福祉課 
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（３）生涯を通じた健康づくり[◎] 

①性の尊重と健康についての意識の醸成 

性の尊重や、妊娠・出産等に関する当事者の主体性を確保するため、関連する情報の提供

や教育・学習機会の提供に努めます。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 
性の尊重についての

理解促進 

○ 「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」の

もつ意味について、広報等を通じた周知

啓発を行います。 

自治振興課 

 

②健康づくりへの支援 

健康づくりの支援や、女性の妊娠・出産に対する支援、性感染症をはじめとする様々な感

染症に対する正しい情報の提供・周知を行います。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 
年代に応じた健康支

援の提供 

○ 年代に応じた健康づくりを推進するとと

もに、特に女性においては、妊娠届出時の

妊婦健診受診勧奨や保健指導等、安心し

て妊娠・出産期を過ごせるよう支援を行

います。 

健康増進課 

２ 

性感染症をはじめと

する様々な感染症に

関する理解と啓発 

○ 保育園・幼稚園・幼児園、学校において、

様々な感染症に関する正しい知識を身に

つけることができるよう、指導を行いま

す。 

幼児課 

保育園・幼稚園・

幼児園 

学校教育課 

小学校・中学校 

○ 中学校において、性感染症に関する正し

知識を身につけることができるよう、各

校の年間計画に基づき、各教科の学習や

特別活動において指導を行います。 

中学校 

○ 様々な感染症に対して不安を抱える妊産

婦が安心して出産や育児をできるよう、

寄り添った支援を行います。 

健康増進課 
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基本目標５ あらゆる分野における男女共同参画の視点の反映 

市の重要な施策を決定する審議会や委員会、管理職等における男女共同参画を推進すると

ともに、市のあらゆる施策に男女共同参画の視点が反映され、多様な視点で捉えることので

きる市政を目指します。また、男女共同参画社会の実現には、全市的な取組みが欠かせない

ことから、市内の事業者や関連団体等との連携を強化するとともに、国際的な動向も視野に

入れて、施策を推進します。 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画促進 
市の審議会や委員会、また、庁内において、重要な政策・方針決定の場における女性の割

合は、まだ低い部分がみられます。この現状に鑑み、審議会や委員会、市の政策決定の場な

ので女性の参画が進むよう、目標値を定めて計画的な取組みを推進します。 

また、防災を含むあらゆる分野において男女共同参画が推進されるよう、事業所や団体

等との連携強化に努め、官民協働による男女共同参画社会づくりを目指します。 

①審議会や委員会への女性参画の促進 

審議会や委員会において女性委員の割合が向上するよう、数値目標を定めて取組みを推

進します。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

各種審議会や委員会

等への女性の参画促

進 

○ 審議会委員等の選出において、女性委員

を拡大するなど、男女双方の意見が反映

されるよう、女性委員比率の向上を目指

し啓発、推進します。 

全課 

自治振興課 

 

②庁内における男女共同参画の推進 

庁内において男女共同参画の推進に努め、誰もが安心して働ける職場環境づくりを目指

します。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

市の女性職員の職域

拡大と女性の管理職

の登用促進 

○ 日常業務や研修を通じて職員の能力開発

を行い、職業能力の向上を図ります。 

○ 意思決定の場に参画できるよう女性の積

極的な管理職への登用を働きかけます。 

全課 

総務課 

２ 

行政職員の男女共同

参画に対する意識の

向上 

○ 職員に対して、県等が開催するセミナー

や研修会への参加を促すなど、あらゆる

機会を通じて男女共同参画への意識啓発

及び資質の向上を推進します。 

全課 

総務課 
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施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

３ 
男女共同参画の視点

に立った職場づくり 

○ 育児・介護関連の制度をまとめたハンド

ブック等による情報提供を行い、特に男

性職員の育児・介護休業や育児参加に係

る特別休暇制度等を取得しやすい体制づ

くりを推進します。 

総務課 

４ 
安心して働くことが

できる職場づくり 

○ セクハラ等に関する苦情処理委員会や苦

情相談窓口を設置し、すべての職員が個

人として尊重され、安心して働くことが

できる職場環境の整備を推進します。 

総務課 

 

（２）あらゆる施策への男女共同参画視点の反映 

①男女共同参画の視点による防災体制の整備 

万一の災害時に性別や性のあり方によって不安や不自由な思いをすることがないよう、

男女共同参画の視点に立った防災体制の整備を推進します。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 
防災対策における男

女共同参画の推進 

○ 「栗東市地域防災計画」等の推進にあた

り、多様な性のあり方に配慮した防災・避

難対策を推進します。 

○ 防災に関する政策・方針決定過程及び防

災の現場における女性の参画の拡大を図

り、男女共同参画の視点を取り入れた防

災体制を推進します。。 

危機管理課 

２ 

多様な性のあり方等

に配慮した避難所の

整備 

○ 避難所の設備・備品・運営方針等に関し、

多様な性のあり方や障がい者・高齢者に

配慮した整備に努めます。 

危機管理課 

 

②あらゆる施策への男女共同参画視点の反映 

市が実施する施策や事業については、様々な角度からその影響について考える必要があ

ります。あらゆる施策や事業に対し、男女共同参画の視点からも考える取組みを推進しま

す。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

あらゆる施策におけ

る男女共同参画視点

の反映 

○ あらゆる施策や事業に対し、性別などに

かかわらず等しく便宜を提供できている

かなど、男女共同参画の視点から考える

取組みを推進します。 

全課 

自治振興課 
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③事業者や関係団体との連携推進 

市内の事業者や団体等との連携を深め、男女共同参画に関する情報提供などを通じて官

民協働による男女共同参画社会づくりを推進します。 

 

施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

事業者や団体におけ

る男女共同参画推進

に対する支援 

○ 市内の事業者や団体等に対し、男女共同

参画に関する情報の提供や啓発などを推

進し、男女共同参画の取組みを促進しま

す。 

○ 事業者が実施する女性活躍などに関する

積極的な取組みの情報を収集し、他の事

業者と情報共有するなど、男女共同参画

の取組みの連携を推進します。 

商工観光労政課 

自治振興課 

 

④国際的な取組みとの協調 

男女共同参画に関する国際的な取組みと協調するため、男女共同参画をめぐる国際的な動向

や、男女共同参画とも関連の深いＳＤＧｓの動向などについて、情報提供や啓発を行います。 

 
施策 
番号 

具体的な施策 取組み内容 主な担当課 

１ 

国際社会における男

女共同参画への理解

と協調 

○ 広報や市が主催する講演会・イベント等

を通じ、国際社会における男女共同参画

やＳＤＧｓの取組みについて、啓発を行

います。 

自治振興課 

○ 自己啓発や職場研修に役立つよう、関係

機関の協力のもと、国際社会等における

男女共同参画やＳＤＧｓをテーマにした

図書や情報を収集し、充実を図ります。 

図書館 
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第４章 関連指標 

本プランの計画期間中に達成すべき数値目標を以下の通り定め、計画的に施策を推進しま

す。 

１ 成果指標 

 

基本 

目標 
基本 

施策 
項目 データの出典 

単

位 
令和元年 

実績値 
令和７年 

目標値 

１ 

人
権
の
尊
重
と
意
識
の
醸
成 

（
１
）
男
女
共
同
参
画
意
識
の
定
着
と
ア

ン
コ
ン
シ
ャ
ス
・
バ
イ
ア
ス
の
解
消 

人権意識が高く、差別や偏見のないま

ちづくりが推進されていると思う市

民の割合 

栗東市総合計画策定のた

めの市民アンケート調査 
％ 51.9※１ 60 

「夫は外で働き、妻は家庭を守るべ

き」という考え方に同感しない市民意

識の割合 
市民アンケート※２ ％ 55.2※３ 70 

栗東市男女共同参画都市宣言の認知率 市民アンケート ％ 45.5 60 

小・中学校での男女共同参画の副読本

の利用率（利用学校数/市内 12 学校） 
学校教育課調べ ％ 100.0 100 

（
２
）
多
様

性
に
つ
い
て

の
理
解
促
進 

国籍・民族などが異なる人々が相互に

認め合い共に暮らすことができるま

ちづくりが推進されていると思う市

民の割合 

栗東市総合計画策定

のための市民アンケ

ート調査 

％ 28.3 40 

２ 
多
様
な
暮
ら
し
方
・
働
き
方
の
実
現 

（
１
）
働
く
場
に
お
け

る
男
女
共
同
参
画
の
推

進 
☆ 
◎ 

職場の中でみて、どちらの性が優遇さ

れているかの設問で「平等」と思う市

民意識の割合 

市民アンケート ％ 21.8 35 

ポジティブ・アクションに取り組んで

いる事業所の割合 
事業所アンケート※４ ％ 87.2 90 

管理的職業従事者に占める女性の割合 事業所アンケート ％ 12.0 18 

（
２
）
仕
事
と
生
活
の
調
和
（
ワ
ー
ク
・
ラ

イ
フ
バ
ラ
ン
ス
）
の
推
進 

☆ 

★ 

◎ 

保育園の待機児童数 幼児課調べ 人 60※５ 0 

延長保育している保育所数 幼児課調べ 園 12 22※9 

ワーク・ライフ・バランス推進企業登

録企業数 
滋賀県調べ 社 35 40 

学童保育所の利用児童数 子育て応援課調べ 人 853※５ 1,056※9 

介護を支援する制度がある事業所の

割合 
事業所アンケート ％ 75.5 90 

男性の育児休業の取得状況 事業所アンケート ％ 3.8 6 

父母ともに子育てを主体的に行って

いる市民の割合（就学前児童） 

子ども・子育て支援ニ

ーズ調査 
％ 42.6※６ 50 

 

※１ 把握できる直近の数値として、実績値においては平成30年のもの 

※２ 単に「市民アンケート」とある場合は、栗東市男女共同参画社会づくりに関する市民アンケート調査をさす 

※３ 前回、前々回調査と基準を合わせるため、「その他」「不明・無回答」を除いた割合 

※４ 単に「事業所アンケート」とある場合は、栗東市男女共同参画社会づくりに関する事業所アンケート調査をさす 

※５ ４月1日時点 

※６ 把握できる直近の数値として、実績値においては平成30年のもの 

※９ 第2期 栗東市子ども・子育て支援事業計画による 
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２ 

多
様
な
暮
ら
し

方
・
働
き
方
の
実
現 

（
３
）
多
様
な
働
き
方
の

普
及
と
女
性
の
就
労
支
援 

☆ 

◎ 

栗東市における女性（25～44 歳）の就

業率 
国勢調査 ％ 62.3※７ 73 

女性における新規創業の実現件数 商工観光労政課調べ 件 8※８ 8 

女性における新規創業の相談件数 商工観光労政課調べ 件 16 18 

セクハラを経験したことがある人の

割合 
市民アンケート ％ 5.8 減少 

３ 

参
画
と

協
働
に
よ
る

地
域
づ
く
り 

（
１
）
地
域
活
動

に
お
け
る
男
女
共

同
参
画
の
推
進 

自治会長における女性の割合 自治振興課調べ ％ 12.1 30 

地域生活の中でみて、どちらかの性が

優遇されているかの設問で「平等」と

思う市民意識の割合 

市民アンケート ％ 36.4 40 

４ 

安
全
安
心
な
暮
ら
し
の
実
現 

（
１
）
ジ
ェ
ン

ダ
ー
に
基
づ
く

暴
力
の
根
絶 

ＤＶを経験したことがある人の割合 市民アンケート ％ 5.3 減少 

（
３
）
生
涯
を
通
じ
た
健
康

づ
く
り 

◎ 

健康づくりを実践するまちづくりが

推進されていると思う市民の割合 

栗東市総合計画策定

のための市民アンケ

ート調査 

％ 66.0 70 

小・中学校での年間指導計画に基づく

性に関する指導の実施率（実施学校数

／市内 12 学校） 

学校教育課調べ ％ 100.0 100 

５ 

あ
ら
ゆ
る
分
野
に
お
け
る
男

女
共
同
参
画
の
視
点
の
反
映 

（
１
）
政
策
・
方

針
決
定
過
程
へ
の

女
性
の
参
画
促
進 

審議会等における女性委員の割合 自治振興課調べ ％ 34.4 40 

市男性職員の育児休業取得数（５年間

延人数） 
総務課調べ 人 1 5 

（
２
）
あ
ら
ゆ
る
施

策
へ
の
男
女
共
同
参

画
の
視
点
の
反
映 

社会全体でみて、どちらかの性が優遇

されているかの設問で「平等」と思う

市民意識の割合 

市民アンケート ％ 11.9 18 

※７ 把握できる直近の数値として、実績値においては平成 27 年のもの 

※８ 創業支援等事業計画による支援実績創業者のうち、女性の人数 

 

  

基本 

目標 
基本 

施策 
項目 データの出典 

単

位 
令和元年 

実績値 
令和７年 

目標値 
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２ 成果指標に大きく起因する取組み指標 

 

項目 データの出典 
単

位 

令和元年 

実績値 

令和７年 

目標値 

男女共同参画の講演会、セミナー等の参加延

べ人数 
自治振興課調べ 人 123 150 

じんけんセミナー等の平均参加人数 人権政策課調べ 人 213 280 

人権啓発リーダー講座、市民のつどい等の参

加延べ人数 
人権教育課調べ 人 624 700 

障がい者団体事業、県主催スポーツ大会への

参加延べ人数 
障がい福祉課調べ 人 772 720 

地区別懇談会への参加延べ人数 人権教育課調べ 人 2,822 3,000 
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第５章 推進体制 

男女共同参画は、市政のあらゆる分野に関連することから、庁内はもとより、市民、市内の

事業所や各種団体等とも連携した、全市的な取組みが重要となります。 

また、定期的に進捗状況を確認し、必要に応じて新しい施策を実施したり、既存施策のい

っそうの推進を図るなど、継続的な評価・検証・見直しの取組みが、計画的な推進には欠か

せません。 

このため、総合的・計画的に本プランの推進が図られるよう、以下のような体制で実効性

の確保に努めます。 

 

１ 庁内推進体制の充実 

男女共同参画を進める上で行政の果たす役割は大きく、その取組み内容はあらゆる分野に

またがるため、すべての市職員が男女共同参画社会の実現を目指すという共通認識をもつこ

とが重要です。 

庁内組織である栗東市男女共同参画社会づくり推進委員会を中心に、関係部局との連携強

化を図り、取組みを進めていきます。 

 

２ 市民・地域等との連携 

市民自らが家庭や地域、職場等において男女共同参画社会づくりに向けた自発的な行動を

とることができるよう、わかりやすい広報・啓発活動を行います。また、男女共同参画に関

する活動を行う団体との連携を図りながら、施策を推進します。 

 

３ 国・滋賀県等、関係機関との連携 

本プランの推進にあたり、国・滋賀県や近隣自治体との連携を図るとともに、本市からの

情報発信を積極的に行います。 
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資 料 編 

１ 本プラン策定の経緯 

 

年月日 実施内容 

令
和
元
（
２
０
１
９
）
年
度 

７月 23日 

第１回栗東市男女共同参画社会づくり推進協議会 

○ 栗東市における男女共同参画に関する取組みについて 

○ 令和元年度 プラン（第５版）における各課の取組みについて 

○ プラン（第６版）策定について 

10 月８日 

～10 月 23 日 
「男女共同参画社会づくりに関する事業所アンケート調査」実施 

10 月９日 

第２回栗東市男女共同参画社会づくり推進協議会 

○ 市民アンケートおよび事業所アンケートについて 

○ 栗東市の男女共同参画社会づくりを取り巻く状況について 

12 月 11日 

～12 月 25 日 
「男女共同参画社会づくりに関する市民アンケート調査」実施 

２月 18日 

第３回栗東市男女共同参画社会づくり推進協議会 

○ 市民アンケートおよび事業所アンケートの結果等について 

○ 令和元年度 プラン（第５版）における各課の取組み実績報告について 

令
和
２
（
２
０
２
０
）
年
度 

６月 

栗東市男女共同参画社会づくり推進委員（意見照会） 

○ 「まちづくり女と男の男女共同参画プラン（第５版）」に関する庁内検証

（ヒアリングシート）実施 

７月 
栗東市男女共同参画社会づくり推進委員（意見照会） 

プラン（第６版）骨子案について 

７月 31日 

第１回栗東市男女共同参画社会づくり推進協議会 

○ 令和２年度 プラン（第５版）における各課の取組みについて 

○ プラン（第６版）骨子案について 

９月４日 
第１回栗東市男女共同参画社会づくり推進委員会専門部会 

○ プラン（第６版）骨子案について 

９月 
栗東市男女共同参画社会づくり推進委員（意見照会） 

○ プラン（第６版）素案について 

10 月８日 
第２回栗東市男女共同参画社会づくり推進協議会 

○ プラン（第６版）素案について 

10 月 
栗東市男女共同参画社会づくり推進委員（意見照会） 

○ プラン（第６版）素案について 

11 月 19 日 
第３回栗東市男女共同参画社会づくり推進協議会 

○ プラン（第６版）素案について 

12 月 23 日 

～1 月 19 日 
パブリックコメントの実施 
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２ 栗東市男女共同参画社会づくり推進協議会設置規則 

 

昭和 59 年３月 26 日 

規則第 16 号 

（設置） 

第１条 男女共同参画社会の形成に関する諸問題について検討、協議し、総合的施策の樹立

とその効果的な推進に資するため、栗東市男女共同参画社会づくり推進協議会（以下「協

議会」という。）を設置する。 

（所管事務） 

第２条 協議会は、次の事項について、協議する。 

(1) 男女共同参画社会の形成に関する行政施策の推進に関すること。 

(2) 男女共同参画社会の形成に関する課題とそれを解決するための方策に関する調査、

研究に関すること。 

(3) その他男女共同参画社会の形成に関し、必要と認められる事項に関すること。 

（構成） 

第３条 協議会は、会長、副会長及び委員 17 人以内をもって組織する。 

２ 会長は、委員の互選による。 

３ 副会長は、会長が指名する。 

４ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

(1) 有識者 

(2) 企業代表 

(3) 関係団体代表 

(4) その他市長が適当と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、欠員が生じた場合における補

欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（運営） 

第５条 協議会は、会長が招集する。 

２ 協議会の運営を円滑に図るため、必要に応じて、関係機関担当職員の出席を求めること

ができる。 

（庶務） 

第６条 協議会の庶務は、市民政策部自治振興課に置く。 

（雑則） 

第７条 この規則に定めるもののほか、協議会の開催及び運営に関し必要な事項は、市長が

別に定める。 

附 則 

この規則は、昭和 59 年４月１日から施行する。 

（以下、略）  
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３ 栗東市男女共同参画社会づくり推進協議会 委員名簿 

 

特に表記がない場合、任期は令和元年７月 23 日～令和３年３月 31 日（第 16 期） 

（敬称略、順不同） 

 

氏 名 所属団体等 備 考 

勝身 真理子  
滋賀県理事員 

滋賀県立大学男女共同参画アドバイザー 
会 長 

今 西  順 子 有識者  

深 田  雅 治 栗東企業懇話会  

桑 田  悦 子 

栗東市女性団体連絡協議会 

副会長 
（Ｒ元/7/23～Ｒ元/10/6） 

藤 﨑  芳 子 （Ｒ2/2 月/18～Ｒ2/3/31） 

服部 よし江  （Ｒ２/4/1～Ｒ3/3/31） 

清水 美由希  栗東市商工会  

宮 嶋  清 七 栗東市自治連合会  

杉 田  聰 司 

栗東市農業組合長連絡協議会 

（Ｒ元/7/23～Ｒ2/3/31） 

山 本  昭 治 （Ｒ2/4/1～Ｒ3/3/31） 

長谷川 すみ子 栗東市民生委員児童委員協議会連合会  

林  惠 子 
栗東市健康推進員連絡協議会 

（Ｒ元／7/23～Ｒ2/3/31） 

社 納  弥 生 （Ｒ2/4/1～Ｒ3/3/31） 

奥村 よし子  栗東市社会教育委員の会  

守 里  明 義 

栗東市立小中学校校長会 

（Ｒ元/7/23～Ｒ2/3/31） 

池 田  隆 （Ｒ2/4/1～Ｒ3/3/31） 

森野 公美子  きらめきRitto 実行委員会 副会長 

藤田 アニコー 公募  
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４ 栗東市男女共同参画社会づくり推進委員会設置規程 

 

平成 15 年６月 20 日 

訓令第７号 

（設置） 

第１条 男女共同参画社会の実現に向けて行政各部局が相互の連絡調整を密にし、共通理

解のもとに効果的な企画・立案を図り、もって総合行政としての男女共同参画社会づくり

を円滑に推進するため、栗東市男女共同参画社会づくり推進委員会（以下「委員会」とい

う。）を設置する。 

（組織） 

第２条 委員会には、本部会、幹事会及び専門部会を置く。 

２ 本部会に、本部長、副本部長及び本部員を置き、それぞれ次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 本部長 市長 

(2) 副本部長 副市長 

(3) 本部員 教育長 部長等（部長及び部長相当職にある者をいう。） 

３ 幹事会に、総括者、副総括者及び幹事を置き、それぞれ次に掲げる者をもって充てる。 

(1) 総括者 幹事のうちから互選により選出される者 

(2) 副総括者 幹事のうちから互選により選出される者 

(3) 幹事 人権政策課長、総務課長、自治振興課長、危機管理課長、障がい福祉課長、

長寿福祉課長、幼児課長、健康増進課長、子育て応援課長、農林課長、商工観光労政課

長、学校教育課長、人権教育課長、生涯学習課長 

４ 専門部会に、部会長、副部会長及び専門部員を置き、それぞれ次に掲げる者をもって充

てる。 

(1) 部会長 専門部員のうちから互選により選出される者 

(2) 副部会長 専門部員のうちから互選により選出される者 

(3) 専門部員 幹事が所属する課の職員より選任される者 

5 本部長は、委員会を総理し、委員会を代表する。 

6 副本部長は、本部長を補佐するとともに、本部長に事故があるとき又は欠けたときは、

その職務を代理する。 

7 総括者は、所掌事務を総理し、幹事会を代表する。 

8 副総括者は総括者を補佐するとともに、総括者に事故があるとき又は欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

9 部会長は、所掌事務を総理し、専門部会を代表する。 

10 副部会長は、部会長を補佐するとともに、部会長に事故があるとき又は欠けたときは、

その職務を代理する。 
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（所掌事務） 

第３条 本部会、幹事会及び専門部会は、次の事項について協議する。 

(1) 本部会 

ア 男女共同参画社会づくりに係る計画の策定に関すること。 

イ 男女共同参画社会づくりに係る計画の推進に関すること。 

ウ 男女共同参画社会づくりに関する基本的かつ総合的な政策に関すること。 

エ その他男女共同参画社会づくりの推進に必要な事項に関すること。 

(2) 幹事会 

ア 本部会に提出すべき案件の整理に関すること。 

イ 男女共同参画社会づくりに係る複数の所属に関係する事項についての調整に関す

ること。 

(3) 専門部会 

ア 幹事会に提出すべき案件及び資料の整理に関すること。 

イ 男女共同参画社会づくりの推進に関する資料との整備及び保管に関すること。 

ウ 男女共同参画社会づくりに関する基本方針の企画及び立案に関すること。 

エ その他協議を必要とする事項に関すること。 

（会議） 

第４条 委員会の会議は、必要に応じ、随時開催する。 

２ 会議の招集は、本部会にあっては本部長が、幹事会にあっては総括者が、専門部会にあ

っては部会長が行う。 

３ 会議の議長は、本部会においては本部長が、幹事会においては総括者が、専門部会にお

いては部会長があたる。 

４ 議長は、必要があると認めるときは、会議に委員以外の職員の出席を求め、説明又は意

見を聴くことができる。 

（庶務） 

第５条 委員会の庶務は、市民政策部自治振興課において処理する。 

（委任） 

第６条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、本部長が定める。 

附 則 

この規程は、平成 15 年７月１日から施行する。 

附 則(平成 17 年４月１日訓令第６号） 

（以下、略） 
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５ 男女共同参画社会基本法 

 

 

平成11 年６月 23 日法律第 78 号 

改正 平成 11 年７月 16 日法律第 102 号 

同 11 年 12 月 23 日同第160 号 

 

目次 

 

前文 

第一章 総則（第一条―第十二条） 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する基本的施策

（第十三条―第二十条） 

第三章 男女共同参画会議（第二十一条―第二十八条） 

附則 

 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平

等がうたわれ、男女平等の実現に向けた様々な取組が、国際

社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきた

が、なお一層の努力が必要とされている。 

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国

の社会経済情勢の急速な変化に対応していく上で、男女が、

互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかか

わりなく、その個性と能力を十分に発揮することができる男

女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。 

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二

十一世紀の我が国社会を決定する最重要課題と位置付け、社

会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策の推進を図っていくことが重要である。 

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明

らかにしてその方向を示し、将来に向かって国、地方公共団

体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的

かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、男女の人権が尊重され、かつ、社会経

済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現する

ことの緊要性にかんがみ、男女共同参画社会の形成に関

し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び国民の

責務を明らかにするとともに、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策の基本となる事項を定めることにより、

男女共同参画社会の形成を総合的かつ計画的に推進するこ

とを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義

は、当該各号に定めるところによる。 

一 男女共同参画社会の形成 男女が、社会の対等な構成員

として、自らの意思によって社会のあらゆる分野におけ

る活動に参画する機会が確保され、もって男女が均等に 

 

 

 

 

政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受すること

ができ、かつ、共に責任を担うべき社会を形成すること

をいう。 

 

二 積極的改善措置 前号に規定する機会に係る男女間の

格差を改善するため必要な範囲内において、男女のいず

れか一方に対し、当該機会を積極的に提供することをい

う。 

 

（男女の人権の尊重） 

第三条 男女共同参画社会の形成は、男女の個人としての尊

厳が重んぜられること、男女が性別による差別的取扱いを

受けないこと、男女が個人として能力を発揮する機会が確

保されることその他の男女の人権が尊重されることを旨と

して、行われなければならない。 

 

（社会における制度又は慣行についての配慮） 

第四条 男女共同参画社会の形成に当たっては、社会におけ

る制度又は慣行が、性別による固定的な役割分担等を反映

して、男女の社会における活動の選択に対して中立でない

影響を及ぼすことにより、男女共同参画社会の形成を阻害

する要因となるおそれがあることにかんがみ、社会におけ

る制度又は慣行が男女の社会における活動の選択に対して

及ぼす影響をできる限り中立なものとするように配慮され

なければならない。 

 

（政策等の立案及び決定への共同参画） 

第五条 男女共同参画社会の形成は、男女が、社会の対等な

構成員として、国若しくは地方公共団体における政策又は

民間の団体における方針の立案及び決定に共同して参画す

る機会が確保されることを旨として、行われなければなら

ない。 

 

（家庭生活における活動と他の活動の両立） 

第六条 男女共同参画社会の形成は、家族を構成する男女が、

相互の協力と社会の支援の下に、子の養育、家族の介護そ

の他の家庭生活における活動について家族の一員としての

役割を円滑に果たし、かつ、当該活動以外の活動を行うこ

とができるようにすることを旨として、行われなければな

らない。 

 

（国際的協調） 

第七条 男女共同参画社会の形成の促進が国際社会における

取組と密接な関係を有していることにかんがみ、男女共同

参画社会の形成は、国際的協調の下に行われなければなら

ない。 

 

 

 

５ 男女共同参画社会基本法 
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（国の責務） 

第八条 国は、第三条から前条までに定める男女共同参画社

会の形成についての基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策

（積極的改善措置を含む。以下同じ。）を総合的に策定し、

及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第九条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、男女共同参

画社会の形成の促進に関し、国の施策に準じた施策及びそ

の他のその地方公共団体の区域の特性に応じた施策を策定

し、及び実施する責務を有する。 

 

（国民の責務） 

第十条 国民は、職域、学校、地域、家庭その他の社会のあ

らゆる分野において、基本理念にのっとり、男女共同参画

社会の形成に寄与するように努めなければならない。 

 

（法制上の措置等） 

第十一条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他

の措置を講じなければならない。 

 

（年次報告等） 

第十二条 政府は、毎年、国会に、男女共同参画社会の形成

の状況及び政府が講じた男女共同参画社会の形成の促進に

関する施策についての報告を提出しなければならない。 

2 政府は、毎年、前項の報告に係る男女共同参画社会の形

成の状況を考慮して講じようとする男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策を明らかにした文書を作成し、これ

を国会に提出しなければならない。 

 

第二章 男女共同参画社会の形成の促進に関する

基本的施策 

 

（男女共同参画基本計画） 

第十三条 政府は、男女共同参画社会の形成の促進に関する

施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、男女共同参画

社会の形成の促進に関する基本的な計画（以下「男女共同

参画基本計画」という。）を定めなければならない。 

2 男女共同参画基本計画は、次に掲げる事項について定め

るものとする。 

一 総合的かつ長期的に講ずべき男女共同参画社会の形

成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため

に必要な事項 

3 内閣総理大臣は、男女共同参画会議の意見を聴いて、男

女共同参画基本計画の案を作成し、閣議の決定を求めなけ

ればならない。 

4 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があった

ときは、遅滞なく、男女共同参画基本計画を公表しなけれ

ばならない。 

5 前二項の規定は、男女共同参画基本計画の変更について

準用する。 

 

（都道府県男女共同参画計画等） 

第十四条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、

当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促

進に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県

男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。 

2 都道府県男女共同参画計画は、次に掲げる事項について

定めるものとする。 

一 都道府県の区域において総合的かつ長期的に講ずべ

き男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の大綱 

二 前号に掲げるもののほか、都道府県の区域における男

女共同参画社会の形成の促進に関する施策を総合的かつ

計画的に推進するために必要な事項 

3 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同

参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計

画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定めるよ

うに努めなければならない。 

4 都道府県又は市町村は、都道府県男女共同参画計画又は

市町村男女共同参画計画を定め、又は変更したときは、遅

滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（施策の策定等に当たっての配慮） 

第十五条 国及び地方公共団体は、男女共同参画社会の形成

に影響を及ぼすと認められる施策を策定し、及び実施する

に当たっては、男女共同参画社会の形成に配慮しなければ

ならない。 

 

（国民の理解を深めるための措置） 

第十六条 国及び地方公共団体は、広報活動等を通じて、基

本理念に関する国民の理解を深めるよう適切な措置を講じ

なければならない。 

 

（苦情の処理等） 

第十七条 国は、政府が実施する男女共同参画社会の形成の

促進に関する施策又は男女共同参画社会の形成に影響を及

ぼすと認められる施策についての苦情の処理のために必要

な措置及び性別による差別的取扱いその他の男女共同参画

社会の形成を阻害する要因によって人権が侵害された場合

における被害者の救済を図るために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

 

（調査研究） 

第十八条 国は、社会における制度又は慣行が男女共同参画

社会の形成に及ぼす影響に関する調査研究その他の男女共

同参画社会の形成の促進に関する施策の策定に必要な調査

研究を推進するように努めるものとする。 

 

（国際的協調のための措置） 

第十九条 国は、男女共同参画社会の形成を国際的協調の下

に促進するため、外国政府又は国際機関との情報の交換そ
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の他男女共同参画社会の形成に関する国際的な相互協力の

円滑な推進を図るために必要な措置を講ずるように努める

ものとする。 

 

（地方公共団体及び民間の団体に対する支援） 

第二十条 国は、地方公共団体が実施する男女共同参画社会

の形成の促進に関する施策及び民間の団体が男女共同参画

社会の形成の促進に関して行う活動を支援するため、情報

の提供その他の必要な措置を講ずるように努めるものとす

る。 

 

第三章 男女共同参画会議 

 

（設置） 

第二十一条 内閣府に、男女共同参画会議（以下「会議」と

いう。）を置く。 

 

（所掌事務） 

第二十二条 会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 男女共同参画基本計画に関し、第十三条第三項に規定

する事項を処理すること。 

二 前号に掲げるもののほか、内閣総理大臣又は関係各大

臣の諮問に応じ、男女共同参画社会の形成の促進に関す

る基本的な方針、基本的な政策及び重要事項を調査審議

すること。 

三 前二号に規定する事項に関し、調査審議し、必要がある

と認めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意

見を述べること。 

四 政府が実施する男女共同参画社会の形成の促進に関す

る施策の実施状況を監視し、及び政府の施策が男女共同

参画社会の形成に及ぼす影響を調査し、必要があると認

めるときは、内閣総理大臣及び関係各大臣に対し、意見を

述べること。 

 

（組織） 

第二十三条 会議は、議長及び議員二十四人以内をもって組

織する。 

 

（議長） 

第二十四条 議長は、内閣官房長官をもって充てる。 

2 議長は、会務を総理する。 

 

（議員） 

第二十五条 議員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 内閣官房長官以外の国務大臣のうちから、内閣総理大

臣が指定する者 

二 男女共同参画社会の形成に関し優れた識見を有する者

のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

2 前項第二号の議員の数は、同項に規定する議員の総数の

十分の五未満であってはならない。 

3 第一項第二号の議員のうち、男女のいずれか一方の議員

の数は、同号に規定する議員の総数の十分の四未満であっ

てはならない。 

4 第一項第二号の議員は、非常勤とする。 

 

（議員の任期） 

第二十六条 前条第一項第二号の議員の任期は、二年とする。

ただし、補欠の議員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 前条第一項第二号の議員は、再任されることができる。 

 

（資料提出の要求等） 

第二十七条 会議は、その所掌事務を遂行するために必要が

あると認めるときは、関係行政機関の長に対し、監視又は

調査に必要な資料その他の資料の提出、意見の開陳、説明

その他必要な協力を求めることができる。 

2 会議は、その所掌事務を遂行するために特に必要がある

と認めるときは、前項に規定する者以外の者に対しても、

必要な協力を依頼することができる。 

 

（政令への委任） 

第二十八条 この章に定めるもののほか、会議の組織及び議

員その他の職員その他会議に関し必要な事項は、政令で定

める。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

（男女共同参画審議会設置法の廃止） 

第二条 男女共同参画審議会設置法（平成九年法律第七号）

は、廃止する。 

（経過措置） 

第三条 前条の規定による廃止前の男女共同参画審議会設置

法（以下「旧審議会設置法」という。）第一条の規定により

置かれた男女共同参画審議会は、第二十一条第一項の規定

により置かれた審議会となり、同一性をもって存続するも

のとする。 

2 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第四条第一項の

規定により任命された男女共同参画審議会の委員である者

は、この法律の施行の日に、第二十三条第一項の規定によ

り、審議会の委員として任命されたものとみなす。この場

合において、その任命されたものとみなされる者の任期は、

同条第二項の規定にかかわらず、同日における旧審議会設

置法第四条第二項の規定により任命された男女共同参画審

議会の委員としての任期の残任期間と同一の期間とする。 

3 この法律の施行の際現に旧審議会設置法第五条第一項の

規定により定められた男女共同参画審議会の会長である者

又は同条第三項の規定により指名された委員である者は、

それぞれ、この法律の施行の日に、第二十四条第一項の規

定により審議会の会長として定められ、又は同条第三項の

規定により審議会の会長の職務を代理する委員として指名

されたものとみなす。 

 

 

（以下略）  
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６ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律（ＤＶ防止法） 

 

 

 

平成13 年法律第31 号 

最終改正：令和元年法律第 46 号 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の

二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条・第三十条） 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平

等がうたわれ、人権の擁護と男女平等の実現に向けた取組が

行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む

重大な人権侵害であるにもかかわらず、被害者の救済が必ず

しも十分に行われてこなかった。また、配偶者からの暴力の

被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難である

女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害

し、男女平等の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を

図るためには、配偶者からの暴力を防止し 被害者を保護する

ための施策を講ずることが必要である。このことは、女性に

対する暴力を根絶しようと努めている国際社会における取組 

にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立

支援等の体制を整備することにより、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護を図るため、この法律を制定する。 

 

第一章 総則 

 

（定義） 

第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶

者からの身体に対する暴力（身体に対する不法な攻撃であ

って生命又は身体に危害を及ぼすものをいう。以下同じ ）

又はこれに準ずる心 。 身に有害な影響を及ぼす言動（以

下この項及び第二十八条の二において「身体に対する暴力

等」と総称する ）をいい、配偶者からの身体に対する暴力

等を受けた後に、その者が離婚をし、又はその婚姻が取り

消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き

続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を

受けた者をいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていな

いが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含み 「離婚」 、 

には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の

事情にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入るこ

とを含むものとする。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止す

るとともに、被害者の自立を支援することを含め、その適

切な保護を図る責務を有する。 

 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び

厚生労働大臣（以下この条及び次条第五項において「主務

大臣」という ）は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための施策に関する基本的な方針（以下この条並び

に次条第一項及び第三項において「基本方針」という ）を

定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一

項の都道府県基本計画及び同条第三項の市町村基本計画の

指針となるべきものを定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基

本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施

策の内容に関する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの施策の実施に関する重要事項 

３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようと

するときは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議しなけ

ればならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したとき

は、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県

における配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のため

の施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において

「都道府県基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定める

ものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基

本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施

策の実施内容に関する事項 

６ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

（ＤＶ防止法） 
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三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のた

めの施策の実施に関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、

かつ、都道府県基本計画を勘案して、当該市町村における

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の

実施に関する基本的な計画（以下この条において「市町村

基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基

本計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本

計画又は市町村基本計画の作成のために必要な助言その他

の援助を行うよう努めなければならない。 

 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等 

 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その

他の適切な施設において、当該各施設が配偶者暴力相談支

援センターとしての機能を果たすようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、

当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を

果たすようにするよう努めるものとする。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護のため、次に掲げる業務を行うものと

する。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずるこ

と又は婦人相談員若しくは相談を行う機関を紹介するこ

と。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心

理学的な指導その他の必要な指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、

被害者及びその同伴する家族。次号、第六号、第五条、第

八条の三及び第九条において同じ。）の緊急時における安

全の確保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業

の促進、住宅の確保、援護等に関する制度の利用等につ

いて、情報の提供、助言、関係機関との連絡調整その他

の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報

の提供、助言、関係機関への連絡その他の援助を行うこ

と。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報

の提供、助言、関係機関との連絡調整その他の援助を行

うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又

は厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行うも

のとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当た

っては、必要に応じ、配偶者からの暴力の防止及び被害者

の保護を図るための活動を行う民間の団体との連携に努め

るものとする。 

 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を

行うことができる。 

 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を

行うことができる。 

 

第三章 被害者の保護 

 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者か

らの身体に対する暴力に限る。以下この章において同じ。）

を受けている者を発見した者は、その旨を配偶者暴力相談

支援センター又は警察官に通報するよう努めなければなら

ない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、

配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認

められる者を発見したときは、その旨を配偶者暴力相談支

援センター又は警察官に通報することができる。この場合

において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定

その他の守秘義務に関する法律の規定は、前二項の規定に

より通報することを妨げるものと解釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、

配偶者からの暴力によって負傷し又は疾病にかかったと認

められる者を発見したときは、その者に対し、配偶者暴力

相談支援センター等の利用について、その有する情報を提

供するよう努めなければならない。 

 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通

報又は相談を受けた場合には、必要に応じ、被害者に対し、

第三条第三項の規定により配偶者暴力相談支援センターが

行う業務の内容について説明及び助言を行うとともに、必

要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われ

ていると認めるときは、警察法（昭和二十九年法律第百六

十二号、警察官職務執行法（昭和二十三年法律第百三十六

号）その他の法令の定めるところにより、暴力の制止、被

害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を

防止するために必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない。 

 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本

部の所在地を包括する方面を除く方面については、方面本

部長。第十五条第三項において同じ。）。又は警察署長は、

配偶者からの暴力を受けている者から、配偶者からの暴力

による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出

があり、その申出を相当と認めるときは、当該配偶者から



79 

 

の暴力を受けている者に対し、国家公安委員会規則で定め

るところにより、当該被害を自ら防止するための措置の教

示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するた

めに必要な援助を行うものとする。 

 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に

定める福祉に関する事務所（次条において「福祉事務所」

という。）は、生活保護法（昭和二十五年法律第百四十四号、

児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）、母子及び父

子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）そ

の他の法令の定めるところにより、被害者の自立を支援す

るために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉

事務所、児童相談所その他の都道府県又は市町村の関係機

関その他の関係機関は、被害者の保護を行うに当たっては、

その適切な保護が行われるよう、相互に連携を図りながら

協力するよう努めるものとする。 

 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の

職務の執行に関して被害者から苦情の申出を受けたときは、

適切かつ迅速にこれを処理するよう努めるものとする。 

 

第四章 保護命令 

 

（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等

に対する脅迫（被害者の生命又は身体に対し害を加える旨

を告知してする脅迫をいう。以下この章において同じ。）を

受けた者に限る。以下この章において同じ。）が、配偶者か

らの身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配

偶者からの更なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に

対する暴力を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚

姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者

から引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第

二号において同じ。）により、配偶者からの生命等に対する

脅迫を受けた者である場合にあっては配偶者から受ける身

体に対する暴力（配偶者からの生命等に対する脅迫を受け

た後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された

場合にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受け

る身体に対する暴力 同号において同じ 。）により、その生

命又は身体に重大な危害を受けるおそれが大きいときは、

裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危

害が加えられることを防止するため、当該配偶者（配偶者

からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた

後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場

合にあっては、当該配偶者であった者。以下この条、同項

第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同じ。 ）

に対し、次の各号に掲げる事項を命ずるものとする。ただ

し、第二号に掲げる事項については、申立ての時において

被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の

住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除

く。以下この号において同じ。）その他の場所において被

害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務先そ

の他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはなら

ないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と

共に生活の本拠としている住居から退去すること及び当

該住居の付近をはいかいしてはならないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定に

よる命令を発する裁判所又は発した裁判所は、被害者の申

立てにより、その生命又は身体に危害が加えられることを

防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日

以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算し

て六月を経過する日までの間、被害者に対して次の各号に

掲げるいずれの行為もしてはならないことを命ずるものと

する。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、

又はその知り得る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合

を除き、連続して、電話をかけ、ファクシミリ装置を用

いて送信し、若しくは電子メールを送信すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時

までの間に、電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送

信し、又は電子メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を

催させるような物を送付し、又はその知り得る状態に置

くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態

に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知

り得る状態に置き、又はその性的羞恥心を害する文書、

図画その他の物を送付し、若しくはその知り得る状態に

置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年

に達しない子（以下この項及び次項並びに第十二条第一項

第三号において単に「子」という。）と同居しているときで

あって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる言動

を行っていることその他の事情があることから被害者がそ

の同居している子に関して配偶者と面会することを余儀な

くされることを防止するため必要があると認めるときは、

第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した

裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危

害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、

命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命令の効力

が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当該

子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を

除く。以下この項において同じ。） 、就学する学校その他

の場所において当該子の身辺につきまとい、又は当該子の
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住居、就学する学校その他その通常所在する場所の付近を

はいかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、

当該子が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に

限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の

親族その他被害者と社会生活において密接な関係を有する

者（被害者と同居している子及び配偶者と同居している者

を除く。以下この項及び次項並びに第十二条第一項第四号

において「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗

野又は乱暴な言動を行っていることその他の事情があるこ

とから被害者がその親族等に関して配偶者と面会すること

を余儀なくされることを防止するため必要があると認める

ときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又

は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は

身体に危害が加えられることを防止するため、当該配偶者

に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規定による命

令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの

間、当該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠とし

ている住居を除く。以下この項において同じ。）その他の場

所において当該親族等の身辺につきまとい、又は当該親族

等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をは

いかいしてはならないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子

を除く。以下この項において同じ。）の同意（当該親族等が

十五歳未満の者又は成年被後見人である場合にあっては、

その法定代理人の同意）がある場合に限り、することがで

きる。 

 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件

は、相手方の住所（日本国内に住所がないとき又は住所が

知れないときは居所）の所在地を管轄する地方裁判所の管

轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲

げる地を管轄する地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は

生命等に対する脅迫が行われた地 

 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命令

（以下「保護命令」という。）の申立ては、次に掲げる事項

を記載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅

迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者から

の生命等に対する脅迫を受けた後の配偶者から受ける身

体に対する暴力により、生命又は身体に重大な危害を受け

るおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時における

事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合に

あっては、被害者が当該同居している子に関して配偶者と

面会することを余儀なくされることを防止するため当該

命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時に

おける事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合に

あっては、被害者が当該親族等に関して配偶者と面会す

ることを余儀なくされることを防止するため当該命令を

発する必要があると認めるに足りる申立ての時における

事情 

五 配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対

し、前各号に掲げる事項について相談し、又は援助若し

くは保護を求めた事実の有無及びその事実があるときは、

次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員

の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イか

らニまでに掲げる事項の記載がない場合には、申立書には、

同項第一号から第四号までに掲げる事項についての申立

人の供述を記載した書面で公証人法（明治四十一年法律第

五十三号）第五十八条ノ二第一項の認証を受けたものを添

付しなければならない。 

 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件について

は、速やかに裁判をするものとする。 

 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うこと

ができる審尋の期日を経なければ、これを発することがで

きない。ただし、その期日を経ることにより保護命令の申

立ての目的を達することができない事情があるときは、こ

の限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事

項の記載がある場合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談

支援センター又は当該所属官署の長に対し、申立人が相談

し又は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこれに対し

て執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるもの

とする。この場合において、当該配偶者暴力相談支援セン

ター又は当該所属官署の長は、これに速やかに応ずるもの

とする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者

暴力相談支援センター若しくは所属官署の長又は申立人か

ら相談を受け、若しくは援助若しくは保護を求められた職

員に対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項に関

して更に説明を求めることができる。 

 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には 理由を付

さなければならない。ただし、口頭弁論を経ないで決定を

する場合には 理由の要旨を示せば足りる。 
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２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が

出頭した口頭弁論若しくは審尋の期日における言渡しによ

って、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにそ

の旨及びその内容を申立人の住所又は居所を管轄する警視

総監又は道府県警察本部長に通知するものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相

談支援センターの職員に対し相談し、又は援助若しくは保

護を求めた事実があり、かつ、申立書に当該事実に係る第

十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載があ

るときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した

旨及びその内容を、当該申立書に名称が記載された配偶者

暴力相談支援センター（当該申立書に名称が記載された配

偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっては、

申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を

求めた日時が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長

に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即

時抗告をすることができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原

因となることが明らかな事情があることにつき疎明があっ

たときに限り、抗告裁判所は、申立てにより、即時抗告に

ついての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効力の

停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存す

る間は、原裁判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令

の効力の停止を命ずる場合において、同条第二項から第四

項までの規定による命令が発せられているときは、裁判所

は、当該命令の効力の停止をも命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てる

ことができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取

り消す場合において、同条第二項から第四項までの規定に

よる命令が発せられているときは、抗告裁判所は、当該命

令をも取り消さなければならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令につ

いて、第三項若しくは第四項の規定によりその効力の停止

を命じたとき又は抗告裁判所がこれを取り消したときは、

裁判所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該通

知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知するもの

とする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗

告裁判所が保護命令を取り消した場合について準用する。 

 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立

てをした者の申立てがあった場合には、当該保護命令を取

り消さなければならない。第十条第一項第一号又は第二項

から第四項までの規定による命令にあっては同号の規定に

よる命令が効力を生じた日から起算して三月を経過した後

において、同条第一項第二号の規定による命令にあっては

当該命令が効力を生じた日から起算して二週間を経過した

後において、これらの命令を受けた者が申し立て、当該裁

判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを

確認したときも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による

命令を発した裁判所が前項の規定により当該命令を取り消

す場合について準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合

について準用する。 

 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せられ

た後に当該発せられた命令の申立ての理由となった身体に

対する暴力又は生命等に対する脅迫と同一の事実を理由と

する同号の規定による命令の再度の申立てがあったときは、

裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転

居しようとする被害者がその責めに帰することのできない

事由により当該発せられた命令の効力が生ずる日から起算

して二月を経過する日までに当該住居からの転居を完了す

ることができないことその他の同号の規定による命令を再

度発する必要があると認めるべき事情があるときに限り、

当該命令を発するものとする。ただし、当該命令を発する

ことにより当該配偶者の生活に特に著しい支障を生ずると

認めるときは、当該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用

については、同条第一項各号列記以外の部分中「次に掲げ

る事項」とあるのは「第一号、第二号及び第五号に掲げる

事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同項第五号中

「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二号に

掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同条第

二項中「同項第一号から第四号までに掲げる事項」とある

のは「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八条

第一項本文の事情」とする。 

 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判

所書記官に対し、事件の記録の閲覧若しくは謄写、その正

本、謄本若しくは抄本の交付又は事件に関する事項の証明

書の交付を請求することができる。ただし、相手方にあっ

ては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を

呼び出す審尋の期日の指定があり、又は相手方に対する保

護命令の送達があるまでの間は、この限りでない。 

 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区

域内に公証人がいない場合又は公証人がその職務を行うこ

とができない場合には、法務大臣は、当該法務局若しくは

地方法務局又はその支局に勤務する法務事務官に第十二条

第二項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）の認証を行わせることができる。 
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（民事訴訟法の準用） 

第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護

命令に関する手続に関しては、その性質に反しない限り、

民事訴訟法（平成八年法律第百九号）の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関す

る手続に関し必要な事項は、最高裁判所規則で定める。 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、

裁判等に職務上関係のある者（次項において「職務関係者」

という。）は、その職務を行うに当たり、被害者の心身の状

況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国籍、障

害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安

全の確保及び秘密の保持に十分な配慮をしなければならな

い。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人

権、配偶者からの暴力の特性等に関する理解を深めるため

に必要な研修及び啓発を行うものとする。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防

止に関する国民の理解を深めるための教育及び啓発に努め

るものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に資するため、加害者の更生のための

指導の方法、被害者の心身の健康を回復させるための方法

等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る人材

の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間の団体に

対し、必要な援助を行うよう努めるものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しな

ければならない。 

一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行

う婦人相談所の運営に要する費用（次号に掲げる費用を

除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行

う一時保護（同条第四項に規定する厚生労働大臣が定め

る基準を満たす者に委託して行う場合を含む。）に要す

る費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人

相談員が行う業務に要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、

社会福祉法人その他適当と認める者に委託して行う場

合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談

員が行う業務に要する費用を支弁しなければならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が

前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第一号

及び第二号に掲げるものについては、その十分の五を負担

するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の

十分の五以内を補助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用の

うち、同項第三号及び第四号に掲げるもの 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

第五章の二 補足 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの規定

は、生活の本拠を共にする交際（婚姻関係における共同生活

に類する共同生活を営んでいないものを除く。）をする関係に

ある相手からの暴力（当該関係にある相手からの身体に対す

る暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対する暴

力等を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっ

ては、当該関係にあった者から引き続き受ける身体に対する

暴力等を含む。）及び当該暴力を受けた者について準用する。

この場合において、これらの規定中「配偶者からの暴力」と

あるのは「第二十八条の二に規定する関係にある相手からの

暴力」と読み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表

の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の下欄に掲げる字句に

読み替えるものとする。 

 

第二条 被害者 被害者（第二十八

条の二に規定す

る関係にある相

手からの暴力を

受けた者をいう。

以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配偶

者であった者 

同条に規定する

関係にある相手

又は同条に規定

する関係にある

相手であった者 

第十条第一項か

ら第四項まで、第

十一条第二項第

二号、第十二条第

一項第一号から

第四号まで及び

第十八条第一項 

配偶者 第二十八条の二

に規定する関係

にある相手 

第十条第一項 離婚をし、又はそ

の婚姻が取り消

された場合 

第二十八条の二

に規定する関係

を解消した場合 
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第六章 罰則 

 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用する第

十条第一項から第四項までの規定によるものを含む。次条

において同じ。）に違反した者は、一年以下の懲役又は百万

円以下の罰金に処する。 

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）又は第二十八条の二におい

て読み替えて準用する第十二条第一項（第二十八条の二に

おいて準用する第十八条第二項の規定により読み替えて適

用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項について

虚偽の記載のある申立書により保護命令の申立てをした者

は、十万円以下の過料に処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した

日から施行する。ただし、第二章、第六条（配偶者暴力相

談支援センターに係る部分に限る。）、第七条、第九条（配

偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第二十七

条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行

する。 

 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被

害者が配偶者からの身体に対する暴力に関して相談し、又

は援助若しくは保護を求めた場合における当該被害者から

の保護命令の申立てに係る事件に関する第十二条第一項第

四号並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用につい

ては、これらの規定中「配偶者暴力相談支援センター」と

あるのは、「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三年

を目途として、この法律の施行状況等を勘案し、検討が加

えられ、その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるもの

とする。 

 

附 則 （平成一六年六月二日法律第六四号） 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した

日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（次

項において「旧法」という。）第十条の規定による命令の申

立てに係る同条の規定による命令に関する事件については、

なお従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当

該命令の申立ての理由となった身体に対する不法な攻撃で

あって生命又は身体に危害を及ぼすものと同一の事実を理

由とするこの法律による改正後の配偶者からの暴力の防止

及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第

十条第一項第二号の規定による命令の申立て（この法律の

施行後最初にされるものに限る。）があった場合における新

法第十八条第一項の規定の適用については、同項中「二月」

とあるのは、「二週間」とする。 

 

（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を目

途として、新法の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、

その結果に基づいて必要な措置が講ぜられるものとする。 

 

附 則 （平成一九年七月一一日法律第一一三号）抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した

日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配

偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律第十

条の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令

に関する事件については、なお従前の例による。 

 

附 則 （平成二五年七月三日法律第七二号）抄 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日か

ら施行する。 

 

   附 則 （平成二六年四月二三日法律第二八号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。

ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日か

ら施行する。 

一 第一条中次世代育成支援対策推進法附則第二条第一

項の改正規定並びに附則第四条第一項及び第二項、第十

四条並びに第十九条の規定 公布の日 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第

十二条及び第十五条から第十八条までの規定 平成二十

六年十月一日 

 

附 則 （令和元年法律第四十六号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行す

る。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定 公布の

日 

二 第二条（次号に掲げる規定を除く。）の規定並びに次

条及び附則第三条の規定 令和四年四月一日 

三 第二条中児童福祉法第十二条の改正規定（同条第四項

及び第六項に係る部分並びに同条第一項の次に一項を

加える部分に限る。）及び同法第十二条の五の改正規定 

令和五年四月一日 
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７ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法） 

 

 

平成 27 年９月４日 

法律第64 号 

 

目次 

 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 基本方針等（第五条・第六条） 

第三章 事業主行動計画等 

第一節 事業主行動計画策定指針（第七条） 

第二節 一般事業主行動計画（第八条―第十四条） 

第三節 特定事業主行動計画（第十五条） 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表（第十六条・

第十七条） 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進するための支援

措置（第十八条―第二十五条） 

第五章 雑則（第二十六条―第二十八条） 

第六章 罰則（第二十九条―第三十四条） 

附則 

 

第一章 総則 

 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、自らの意思によって職業生活を

営み、又は営もうとする女性がその個性と能力を十分に発

揮して職業生活において活躍すること（以下「女性の職業

生活における活躍」という。）が一層重要となっていること

に鑑み、男女共同参画社会基本法 （平成十一年法律第七十

八号）の基本理念にのっとり、女性の職業生活における活

躍の推進について、その基本原則を定め、並びに国、地方

公共団体及び事業主の責務を明らかにするとともに、基本

方針及び事業主の行動計画の策定、女性の職業生活におけ

る活躍を推進するための支援措置等について定めることに

より、女性の職業生活における活躍を迅速かつ重点的に推

進し、もって男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高

齢化の進展、国民の需要の多様化その他の社会経済情勢の

変化に対応できる豊かで活力ある社会を実現することを目

的とする。 

 

（基本原則） 

第二条 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活に

おける活躍に係る男女間の格差の実情を踏まえ、自らの意

思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性に対す

る採用、教育訓練、昇進、職種及び雇用形態の変更その他

の職業生活に関する機会の積極的な提供及びその活用を通

じ、かつ、性別による固定的な役割分担等を反映した職場

における慣行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼ

す影響に配慮して、その個性と能力が十分に発揮できるよ

うにすることを旨として、行われなければならない。 

 

 

 

 

 

２ 女性の職業生活における活躍の推進は、職業生活を営む

女性が結婚、妊娠、出産、育児、介護その他の家庭生活に

関する事由によりやむを得ず退職することが多いことその

他の家庭生活に関する事由が職業生活に与える影響を踏ま

え、家族を構成する男女が、男女の別を問わず、相互の協

力と社会の支援の下に、育児、介護その他の家庭生活にお

ける活動について家族の一員としての役割を円滑に果たし

つつ職業生活における活動を行うために必要な環境の整備

等により、男女の職業生活と家庭生活との円滑かつ継続的

な両立が可能となることを旨として、行われなければなら

ない。 

３ 女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性

の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思が尊重

されるべきものであることに留意されなければならない。 

 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、前条に定める女性の職業生

活における活躍の推進についての基本原則（次条及び第五

条第一項において「基本原則」という。）にのっとり、女性

の職業生活における活躍の推進に関して必要な施策を策定

し、及びこれを実施しなければならない。 

 

（事業主の責務） 

第四条 事業主は、基本原則にのっとり、その雇用し、又は

雇用しようとする女性労働者に対する職業生活に関する機

会の積極的な提供、雇用する労働者の職業生活と家庭生活

との両立に資する雇用環境の整備その他の女性の職業生活

における活躍の推進に関する取組を自ら実施するよう努め

るとともに、国又は地方公共団体が実施する女性の職業生

活における活躍の推進に関する施策に協力しなければなら

ない。 

 

第二章 基本方針等 

 

（基本方針） 

第五条 政府は、基本原則にのっとり、女性の職業生活にお

ける活躍の推進に関する施策を総合的かつ一体的に実施す

るため、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本

方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとす

る。 

一 女性の職業生活における活躍の推進に関する基本的な

方向 

二 事業主が実施すべき女性の職業生活における活躍の推

進に関する取組に関する基本的な事項 

三 女性の職業生活における活躍の推進に関する施策に関

する次に掲げる事項 

７ 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律 

（女性活躍推進法） 
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イ 女性の職業生活における活躍を推進するための支援措

置に関する事項 

ロ 職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な

環境の整備に関する事項 

ハ その他女性の職業生活における活躍の推進に関す

る施策に関する重要事項 

四 前三号に掲げるもののほか、女性の職業生活における

活躍を推進するために必要な事項 

３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を

求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の規定による閣議の決定があった

ときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、基本方針の変更について準用する。 

 

（都道府県推進計画等） 

第六条 都道府県は、基本方針を勘案して、当該都道府県の

区域内における女性の職業生活における活躍の推進に関す

る施策についての計画（以下この条において「都道府県推

進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 市町村は、基本方針（都道府県推進計画が定められてい

るときは、基本方針及び都道府県推進計画）を勘案して、

当該市町村の区域内における女性の職業生活における活躍

の推進に関する施策についての計画（次項において「市町

村推進計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

３ 都道府県又は市町村は、都道府県推進計画又は市町村推

進計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを公

表しなければならない。 

  

第三章 事業主行動計画等 

 

第一節 事業主行動計画策定指針 

 

第七条 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業

主が女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を総

合的かつ効果的に実施することができるよう、基本方針に

即して、次条第一項に規定する一般事業主行動計画及び第

十五条第一項に規定する特定事業主行動計画（次項におい

て「事業主行動計画」と総称する。）の策定に関する指針（以

下「事業主行動計画策定指針」という。）を定めなければな

らない。 

２ 事業主行動計画策定指針においては、次に掲げる事項に

つき、事業主行動計画の指針となるべきものを定めるもの

とする。 

一 事業主行動計画の策定に関する基本的な事項 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の内

容に関する事項 

三 その他女性の職業生活における活躍の推進に関する取

組に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣、厚生労働大臣及び総務大臣は、事業主行

動計画策定指針を定め、又は変更したときは、遅滞なく、

これを公表しなければならない。 

 

 

第二節 一般事業主行動計画 

 

（一般事業主行動計画の策定等） 

第八条 国及び地方公共団体以外の事業主（以下「一般事業

主」という。）であって、常時雇用する労働者の数が三百人

を超えるものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般

事業主行動計画（一般事業主が実施する女性の職業生活に

おける活躍の推進に関する取組に関する計画をいう。以下

同じ。）を定め、厚生労働省令で定めるところにより、厚生

労働大臣に届け出なければならない。これを変更したとき

も、同様とする。 

２ 一般事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定め

るものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実

施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を

定め、又は変更しようとするときは、厚生労働省令で定め

るところにより、採用した労働者に占める女性労働者の割

合、男女の継続勤務年数の差異、労働時間の状況、管理的

地位にある労働者に占める女性労働者の割合その他のその

事業における女性の職業生活における活躍に関する状況を

把握し、女性の職業生活における活躍を推進するために改

善すべき事情について分析した上で、その結果を勘案して、

これを定めなければならない。この場合において、前項第

二号の目標については、採用する労働者に占める女性労働

者の割合、男女の継続勤務年数の差異の縮小の割合、労働

時間、管理的地位にある労働者に占める女性労働者の割合

その他の数値を用いて定量的に定めなければならない。 

４ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を

定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところ

により、これを労働者に周知させるための措置を講じなけ

ればならない。 

５ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画を

定め、又は変更したときは、厚生労働省令で定めるところ

により、これを公表しなければならない。 

６ 第一項に規定する一般事業主は、一般事業主行動計画に

基づく取組を実施するとともに、一般事業主行動計画に定

められた目標を達成するよう努めなければならない。 

７ 一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人

以下のものは、事業主行動計画策定指針に即して、一般事

業主行動計画を定め、厚生労働省令で定めるところにより、

厚生労働大臣に届け出るよう努めなければならない。これ

を変更したときも、同様とする。 

８ 第三項の規定は前項に規定する一般事業主が一般事業主

行動計画を定め、又は変更しようとする場合について、第

四項から第六項までの規定は前項に規定する一般事業主が

一般事業主行動計画を定め、又は変更した場合について、

それぞれ準用する。 
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（基準に適合する一般事業主の認定） 

第九条 厚生労働大臣は、前条第一項又は第七項の規定によ

る届出をした一般事業主からの申請に基づき、厚生労働省

令で定めるところにより、当該事業主について、女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組に関し、当該取組

の実施の状況が優良なものであることその他の厚生労働省

令で定める基準に適合するものである旨の認定を行うこと

ができる。 

 

（認定一般事業主の表示等） 

第十条 前条の認定を受けた一般事業主（次条及び第二十条

第一項において「認定一般事業主」という。）は、商品、役

務の提供の用に供する物、商品又は役務の広告又は取引に

用いる書類若しくは通信その他の厚生労働省令で定めるも

の（次項において「商品等」という。）に厚生労働大臣の定

める表示を付することができる。 

２ 何人も、前項の規定による場合を除くほか、商品等に同

項の表示又はこれと紛らわしい表示を付してはならない。 

 

（認定の取消し） 

第十一条 厚生労働大臣は、認定一般事業主が次の各号のい

ずれかに該当するときは、第九条の認定を取り消すことが

できる。 

一 第九条に規定する基準に適合しなくなったと認めると

き。 

二 この法律又はこの法律に基づく命令に違反したとき。 

三 不正の手段により第九条の認定を受けたとき。 

 

（委託募集の特例等） 

第十二条 承認中小事業主団体の構成員である中小事業主

（一般事業主であって、常時雇用する労働者の数が三百人

以下のものをいう。以下この項及び次項において同じ。）が、

当該承認中小事業主団体をして女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組の実施に関し必要な労働者の募集を

行わせようとする場合において、当該承認中小事業主団体

が当該募集に従事しようとするときは、職業安定法（昭和

二十二年法律第百四十一号）第三十六条第一項及び第三項

の規定は、当該構成員である中小事業主については、適用

しない。 

２ この条及び次条において「承認中小事業主団体」とは、

事業協同組合、協同組合連合会その他の特別の法律により

設立された組合若しくはその連合会であって厚生労働省令

で定めるもの又は一般社団法人で中小事業主を直接又は間

接の構成員とするもの（厚生労働省令で定める要件に該当

するものに限る。）のうち、その構成員である中小事業主に

対して女性の職業生活における活躍の推進に関する取組を

実施するための人材確保に関する相談及び援助を行うもの

であって、その申請に基づいて、厚生労働大臣が、当該相

談及び援助を適切に行うための厚生労働省令で定める基準

に適合する旨の承認を行ったものをいう。 

３ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体が前項に規定する

基準に適合しなくなったと認めるときは、同項の承認を取

り消すことができる。 

４ 承認中小事業主団体は、第一項に規定する募集に従事し

ようとするときは、厚生労働省令で定めるところにより、

募集時期、募集人員、募集地域その他の労働者の募集に関

する事項で厚生労働省令で定めるものを厚生労働大臣に届

け出なければならない。 

５ 職業安定法第三十七条第二項の規定は前項の規定による

届出があった場合について、同法第五条の三第一項及び第

三項、第五条の四、第三十九条、第四十一条第二項、第四

十八条の三、第四十八条の四、第五十条第一項及び第二項

並びに第五十一条の二の規定は前項の規定による届出をし

て労働者の募集に従事する者について、同法第四十条の規

定は同項の規定による届出をして労働者の募集に従事する

者に対する報酬の供与について、同法第五十条第三項及び

第四項の規定はこの項において準用する同条第二項に規定

する職権を行う場合について、それぞれ準用する。この場

合において、同法第三十七条第二項中「労働者の募集を行

おうとする者」とあるのは「女性の職業生活における活躍

の推進に関する法律第十二条第四項の規定による届出をし

て労働者の募集に従事しようとする者」と、同法第四十一

条第二項中「当該労働者の募集の業務の廃止を命じ、又は

期間」とあるのは「期間」と読み替えるものとする。 

６ 職業安定法第三十六条第二項及び第四十二条の二の規定

の適用については、同法第三十六条第二項中「前項の」と

あるのは「被用者以外の者をして労働者の募集に従事させ

ようとする者がその被用者以外の者に与えようとする」と、

同法第四十二条の二中「第三十九条に規定する募集受託者」

とあるのは「女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（平成二十七年法律第六十四号）第十二条第四項の規

定による届出をして労働者の募集に従事する者」とする。 

７ 厚生労働大臣は、承認中小事業主団体に対し、第二項の

相談及び援助の実施状況について報告を求めることができ

る。 

第十三条 公共職業安定所は、前条第四項の規定による届出

をして労働者の募集に従事する承認中小事業主団体に対し

て、雇用情報及び職業に関する調査研究の成果を提供し、

かつ、これらに基づき当該募集の内容又は方法について指

導することにより、当該募集の効果的かつ適切な実施を図

るものとする。 

 

（一般事業主に対する国の援助） 

第十四条 国は、第八条第一項若しくは第七項の規定により

一般事業主行動計画を策定しようとする一般事業主又はこ

れらの規定による届出をした一般事業主に対して、一般事

業主行動計画の策定、労働者への周知若しくは公表又は一

般事業主行動計画に基づく措置が円滑に実施されるように

相談その他の援助の実施に努めるものとする。 

 

第三節 特定事業主行動計画 

 

第十五条 国及び地方公共団体の機関、それらの長又はそれ

らの職員で政令で定めるもの（以下「特定事業主」という。）

は、政令で定めるところにより、事業主行動計画策定指針

に即して、特定事業主行動計画（特定事業主が実施する女
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性の職業生活における活躍の推進に関する取組に関する計

画をいう。以下この条において同じ。）を定めなければなら

ない。 

２ 特定事業主行動計画においては、次に掲げる事項を定め

るものとする。 

一 計画期間 

二 女性の職業生活における活躍の推進に関する取組の実

施により達成しようとする目標 

三 実施しようとする女性の職業生活における活躍の推進

に関する取組の内容及びその実施時期 

３ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し

ようとするときは、内閣府令で定めるところにより、採用

した職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年数の

差異、勤務時間の状況、管理的地位にある職員に占める女

性職員の割合その他のその事務及び事業における女性の職

業生活における活躍に関する状況を把握し、女性の職業生

活における活躍を推進するために改善すべき事情について

分析した上で、その結果を勘案し、これを定めなければな

らない。この場合において、前項第二号の目標については、

採用する職員に占める女性職員の割合、男女の継続勤務年

数の差異の縮小の割合、勤務時間、管理的地位にある職員

に占める女性職員の割合その他の数値を用いて定量的に定

めなければならない。 

４ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを職員に周知させるための措置

を講じなければならない。 

５ 特定事業主は、特定事業主行動計画を定め、又は変更し

たときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

６ 特定事業主は、毎年少なくとも一回、特定事業主行動計

画に基づく取組の実施の状況を公表しなければならない。 

７ 特定事業主は、特定事業主行動計画に基づく取組を実施

するとともに、特定事業主行動計画に定められた目標を達

成するよう努めなければならない。 

第四節 女性の職業選択に資する情報の公表 

 

（一般事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第十六条 第八条第一項に規定する一般事業主は、厚生労働

省令で定めるところにより、職業生活を営み、又は営もう

とする女性の職業選択に資するよう、その事業における女

性の職業生活における活躍に関する情報を定期的に公表し

なければならない。 

２ 第八条第七項に規定する一般事業主は、厚生労働省令で

定めるところにより、職業生活を営み、又は営もうとする

女性の職業選択に資するよう、その事業における女性の職

業生活における活躍に関する情報を定期的に公表するよう

努めなければならない。 

 

（特定事業主による女性の職業選択に資する情報の公表） 

第十七条 特定事業主は、内閣府令で定めるところにより、

職業生活を営み、又は営もうとする女性の職業選択に資す

るよう、その事務及び事業における女性の職業生活におけ

る活躍に関する情報を定期的に公表しなければならない。 

 

第四章 女性の職業生活における活躍を推進

するための支援措置 

 

（職業指導等の措置等） 

第十八条 国は、女性の職業生活における活躍を推進するた

め、職業指導、職業紹介、職業訓練、創業の支援その他の

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 地方公共団体は、女性の職業生活における活躍を推進す

るため、前項の措置と相まって、職業生活を営み、又は営

もうとする女性及びその家族その他の関係者からの相談に

応じ、関係機関の紹介その他の情報の提供、助言その他の

必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 地方公共団体は、前項に規定する業務に係る事務の一部

を、その事務を適切に実施することができるものとして内

閣府令で定める基準に適合する者に委託することができる。 

４ 前項の規定による委託に係る事務に従事する者又は当該

事務に従事していた者は、正当な理由なく、当該事務に関

して知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（財政上の措置等） 

第十九条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関す

る地方公共団体の施策を支援するために必要な財政上の措

置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

 

（国等からの受注機会の増大） 

第二十条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に資す

るため、国及び公庫等（沖縄振興開発金融公庫その他の特

別の法律によって設立された法人であって政令で定めるも

のをいう。）の役務又は物件の調達に関し、予算の適正な使

用に留意しつつ、認定一般事業主その他の女性の職業生活

における活躍に関する状況又は女性の職業生活における活

躍の推進に関する取組の実施の状況が優良な一般事業主

（次項において「認定一般事業主等」という。）の受注の機

会の増大その他の必要な施策を実施するものとする。 

２ 地方公共団体は、国の施策に準じて、認定一般事業主等

の受注の機会の増大その他の必要な施策を実施するように

努めるものとする。 

 

（啓発活動） 

第二十一条 国及び地方公共団体は、女性の職業生活におけ

る活躍の推進について、国民の関心と理解を深め、かつ、

その協力を得るとともに、必要な啓発活動を行うものとす

る。 

 

（情報の収集、整理及び提供） 

第二十二条 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関

する取組に資するよう、国内外における女性の職業生活に

おける活躍の状況及び当該取組に関する情報の収集、整理

及び提供を行うものとする。 

 

（協議会） 

第二十三条 当該地方公共団体の区域において女性の職業生

活における活躍の推進に関する事務及び事業を行う国及び
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地方公共団体の機関（以下この条において「関係機関」と

いう。）は、第十八条第一項の規定により国が講ずる措置及

び同条第二項の規定により地方公共団体が講ずる措置に係

る事例その他の女性の職業生活における活躍の推進に有用

な情報を活用することにより、当該区域において女性の職

業生活における活躍の推進に関する取組が効果的かつ円滑

に実施されるようにするため、関係機関により構成される

協議会（以下「協議会」という。）を組織することができる。 

２ 協議会を組織する関係機関は、当該地方公共団体の区域

内において第十八条第三項の規定による事務の委託がされ

ている場合には、当該委託を受けた者を協議会の構成員と

して加えるものとする。 

３ 協議会を組織する関係機関は、必要があると認めるとき

は、協議会に次に掲げる者を構成員として加えることがで

きる。 

一 一般事業主の団体又はその連合団体 

二 学識経験者 

三 その他当該関係機関が必要と認める者 

４ 協議会は、関係機関及び前二項の構成員（以下この項に

おいて「関係機関等」という。）が相互の連絡を図ることに

より、女性の職業生活における活躍の推進に有用な情報を

共有し、関係機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域

の実情に応じた女性の職業生活における活躍の推進に関す

る取組について協議を行うものとする。 

５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣

府令で定めるところにより、その旨を公表しなければなら

ない。 

 

（秘密保持義務） 

第二十四条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に

従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事務に関し

て知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

（協議会の定める事項） 

第二十五条 前二条に定めるもののほか、協議会の組織及び

運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

 

 

 

 

第五章 雑則 

 

（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告） 

第二十六条 厚生労働大臣は、この法律の施行に関し必要が

あると認めるときは、第八条第一項に規定する一般事業主

に対して、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をす

ることができる。 

（権限の委任） 

第二十七条 第八条から第十二条まで及び前条に規定する厚

生労働大臣の権限は、厚生労働省令で定めるところにより、

その一部を都道府県労働局長に委任することができる。 

 

（政令への委任） 

第二十八条 この法律に定めるもののほか、この法律の実施

のため必要な事項は、政令で定める。 

 

第六章 罰則 

 

第二十九条 第十二条第五項において準用する職業安定法第

四十一条第二項の規定による業務の停止の命令に違反して、

労働者の募集に従事した者は、一年以下の懲役又は百万円

以下の罰金に処する。 

第三十条 次の各号のいずれかに該当する者は、一年以下の

懲役又は五十万円以下の罰金に処する。 

一 第十八条第四項の規定に違反した者 

二 第二十四条の規定に違反した者 

第三十一条 次の各号のいずれかに該当する者は、六月以下

の懲役又は三十万円以下の罰金に処する。 

一 第十二条第四項の規定による届出をしないで、労働者

の募集に従事した者 

二 第十二条第五項において準用する職業安定法第三十

七条第二項の規定による指示に従わなかった者 

三 第十二条第五項において準用する職業安定法第三十

九条又は第四十条の規定に違反した者 

第三十二条 次の各号のいずれかに該当する者は、三十万円以

下の罰金に処する。 

一 第十条第二項の規定に違反した者 

二 第十二条第五項において準用する職業安定法第五十

条第一項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をし

た者 

三 第十二条第五項において準用する職業安定法第五十

条第二項の規定による立入り若しくは検査を拒み、妨げ、

若しくは忌避し、又は質問に対して答弁をせず、若しく

は虚偽の陳述をした者 

第三十三条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使

用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、第

二十九条、第三十一条又は前条の違反行為をしたときは、

行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条

の罰金刑を科する。 

第三十四条 第二十六条の規定による報告をせず、又は虚偽

の報告をした者は、二十万円以下の過料に処する。 

 

附 則 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。ただし、第三

章（第七条を除く。）、第五章（第二十八条を除く。）及び第

六章（第三十条を除く。）の規定並びに附則第五条の規定は、

平成二十八年四月一日から施行する。 

（この法律の失効） 

第二条 この法律は、平成三十八年三月三十一日限り、その

効力を失う。 

２ 第十八条第三項の規定による委託に係る事務に従事して

いた者の当該事務に関して知り得た秘密については、同条

第四項の規定（同項に係る罰則を含む。）は、前項の規定に

かかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有す

る。 
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３ 協議会の事務に従事していた者の当該事務に関して知り

得た秘密については、第二十四条の規定（同条に係る罰則

を含む。）は、第一項の規定にかかわらず、同項に規定する

日後も、なおその効力を有する。 

４ この法律の失効前にした行為に対する罰則の適用につい

ては、この法律は、第一項の規定にかかわらず、同項に規

定する日後も、なおその効力を有する。 

 

（政令への委任） 

第三条 前条第二項から第四項までに規定するもののほか、

この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。 

 

（検討） 

第四条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合にお

いて、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認め

るときは、この法律の規定について検討を加え、その結果

に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 
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８ 用語解説 

 

ア 
 ●アンコンシャス・バイアス 

Unconscious Bias（無意識の思込み）のこと。男女共同参画の分野では、「男

性は○○が得意（苦手）」「女性は○○が得意（苦手）」など、性別によって根

拠のない決めつけをすることなどをさす。性別に限らず、職業、学歴、人種等に

より、人の特性や性質などを決めつけることもいう。 

 

●ＳＮＳ（エス・エヌ・エス） 

Social Networking Service（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）の

略で、人と人との交流を促進するためのインターネット上のサービスのこと。Ｌ

ＩＮＥ（ライン）、Instagram（インスタグラム）、Facebook（フェイスブッ

ク）、Twitter（ツィッター）などがある。 

 

●ＳＤＧｓ（エス・ディー・ジーズ） 

「Sustainable Development Goals」の略で、日本語では「持続可能な開発

目標」と訳される。国連加盟 193 か国が平成 28（2016）年から令和 12

（2030）年までの 15年間で達成するために掲げた目標で、平成 27（2015）

年 9 月の国連サミットで採択された。17 のゴール（目標）と 169 のターゲッ

ト（より具体的な目標）から構成されており、「誰一人取り残さない」ことを誓

っている。本プラン最終ページも参照。 

 

●Ｍ字カーブ 

女性の労働力率（15歳以上人口に占める労働力人口の割合）を折れ線グラフ

にしたとき、結婚・出産・子育て期に当たる年代にグラフの線（値）が低くなり、

育児が落ち着いた時期に再び高くなってアルファベットの「Ｍ」の字に近くなる

ことからこう呼ばれる。就労する子育て世代の女性が増えると、Ｍ字カーブの谷

底（労働力率が低くなった部分）は浅くなる。「労働力率」の項も参照。 

 

 ●エンパワーメント 

人（広義には組織や集団なども含む）が本来持っている能力や力を発揮させる

こと。男女共同参画の分野では、「女性のエンパワーメント」として、女性が自

己の能力や個性を十分に発揮できる環境を整えることなどをさす。 
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カ 
 ●家族経営協定 

家族経営が中心の日本の農業において、家族一人ひとりの役割と責任を明確化

し、性別を問わず意欲を持って取り組めるようにするため、家族が話し合って農

業の方針、労働報酬、休日・労働時間、経営移譲等について取り決めを行うこと。 

 

●合計特殊出生率 

15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、１人の女性が一生

の間に生む子どもの数のこと。 

 

サ 
 ●参画 

ものごとの計画段階から、主体的に関わること。「参加」より、計画の初期か

ら自発的・主体的に深くかかわるという意味合いが強い。 

 

●ジェンダー 

生物学的な男性・女性といった性別ではなく、「男らしさ、女らしさ」など社

会的・文化的に規定された性のあり方のこと。 

 

●ジェンダー視点の主流化 

すべての開発政策、施策、及び事業の計画、実施、モニタリング、評価の各段

階で、ジェンダー視点に立った開発課題やニーズ、インパクトを明確にしていく

プロセスのことであり、ジェンダー平等を達成するために必要な手段であると認

識されている。 

 

●ストーカー 

特定の人に付きまとう行為（ストーキング）をする人のこと。「ストーカー行

為等の規制等に関する法律」（ストーカー規制法）では、ストーカーに該当する

行為や罰則が規定されている。 

 

●性自認 

身体的な性別にかかわらず、自分の性別をどう捉えるかという自己意識のこ

と。例えば身体的には女性として生まれた人が、自分の性を女性と捉えている

か、男性と捉えているかといった意識のことをさす。身体的な性と性自認が一致

しない人のことをトランスジェンダーという。 

 

●性的指向 

恋愛・性愛の対象が同性か異性かなどといった、個人の指向のこと。 
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サ 
 ●性別役分担意識 

個人の能力によって役割の分担を決めることが適当であるにもかかわらず、

「男は仕事、女は家庭」、「男性は主要な業務、女性は補助的業務」などのよう

に、性別を理由にして、役割を固定的に分ける考え方のこと。「性別による固定

的役割分担意識」などと表現されることもある。 

 

 ●セクシュアル・ハラスメント 

相手の意に反した性的ないやがらせ行為のこと。身体への不必要な接触、性的

関係の強要、性的なうわさの流布、衆目に触れる場所でのわいせつな写真の掲示

など、様々なものが含まれる。略して「セクハラ」ということもある。妊娠や出

産を理由に相手に不愉快な発言をしたり、解雇など不当な扱いをする「マタニテ

ィ・ハラスメント（マタハラ）」を、セクシュアル・ハラスメントに含むことも

ある。 

 

タ 
 ●男女共同参画社会 

「男女共同参画社会基本法」では男女共同参画社会について、「男女が、社会

の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に

参画する機会が確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化

的利益を享受することができ、かつ、ともに責任を担うべき社会」と定義されて

いる。「参画」の項も参照。 

 

●ドメスティック・バイオレンス 

「Domestic Violence」のことで直訳すると「家庭内の暴力」となるが、「Ｄ

Ｖ防止法」では、「配偶者や生活の本拠を共にする（または共にしていた）交際

相手からの暴力」のこととされている。一般には恋人など親密な関係にあるパー

トナー間での暴力を含めることもある。暴力には、身体的な暴力だけでなく、精

神的な暴力や性的な暴力なども含まれる。未婚で交際中のカップル間での暴力を

「デートDV」ということもある。 

 

ハ 
 ●パワー・ハラスメント 

職場での上下関係など職務上の地位や、人間関係などの優位性を背景に、相手

に精神的・身体的な苦痛を与えるような発言や行為のこと。略して「パワハラ」

ということもある。 

  

●ポジティブ・アクション 

社会的・構造的な差別によって不利益を被っている人に対して、一定の範囲で

特別の機会を提供するなど、機会均等の実現を目的に行う暫定的な措置のこと。

男女共同参画の分野では、女性の参画が少ない役職・職域・分野などに女性を積

極的に登用する取組みなどをさす。 
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マ 
 ●メディアリテラシー 

テレビ、新聞、雑誌、ラジオ、インターネット等のメディア（情報発信媒体）

の特性や利用方法を理解し、情報の正誤や適正・不適正を正しく判断して活用す

る能力のこと。固定的な性別役割分担意識に基づく情報や、性差別的な情報がメ

ディアによって発信されることがあるため、男女共同参画の分野においても、メ

ディアリテラシーの向上が重要となる。 

 

ラ 
 ●リプロダクティブ・ヘルス/ライツ 

「Reproductive Health and Rights（生殖に関する健康と権利）」。出産す

る子どもの人数、間隔、時期などを自由に決断できる権利や、性と生殖の健康を

手に入れる権利のこと。 

 

●労働力率 

労働力人口（就業者数と完全失業者数を合わせた数）が、15歳以上の人口に

占める割合のこと。「Ｍ字カーブ」の項も参照。 

 

ワ 
 ●ワーク・ライフ・バランス 

仕事と生活の調和のこと。やりがいや充実感を感じながら働き、仕事上の責任

を果たすとともに、家庭や地域生活などにおいても、子育て期、中高年期といっ

た人生の各段階に応じて多様な生き方が選択・実現できること。 
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９ ＳＤＧｓ
エス・ディー・ジーズ

（持続可能な開発目標）について 

 

「誰一人取り残さない取り残さない」を合言葉に、2030 年に向けて、国連加盟 193 か

国で取組みが行われています。 

全部で 17 のゴール（目標）のうち、男女共同参画と関連の深い９つを紹介します。 
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